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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　篩網と、
該篩網に対して処理物の篩分けを行うための振動運動を付与する篩振動手段と、
該篩網上に処理物を供給する処理物供給部と、
該篩網を通過した処理物を回収する処理物回収部と、
該篩網を通過しなかった処理物を篩網上から排出する処理物排出部と、
該篩網上に固定され、該処理物供給部から該篩網上に供給され、該篩網を通過していない
処理物を該処理物排出部に向けて案内する篩網上ガイド部材とを備える振動篩装置におい
て、
上記篩網上ガイド部材は、渦巻き状の部材あり、振動する上記篩網に追従可能な弾性材料
によって形成されている振動吸収材であることを特徴とする振動篩装置。
【請求項２】
　請求項１の振動篩装置において、
上記篩網上ガイド部材の長さは、上記篩網の外周長さに対して、０．２［倍］以上、２．
０［倍］以下の長さであることを特徴とする振動篩装置。
【請求項３】
　請求項１または２の何れか一項に記載の振動篩装置において、
上記篩網上ガイド部材の高さは、２０［ｍｍ］以上、１５０［ｍｍ］以下であることを特
徴とする振動篩装置。
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【請求項４】
　請求項１乃至３の何れか一項に記載の振動篩装置において、
上記篩網上ガイド部材によって形成される処理物の流路である処理流路の幅の減少率が、
０：５０以上、１０：５０以下の範囲となるように該篩網上ガイド部材を設置することを
特徴とする振動篩装置。
【請求項５】
　請求項１乃至４の何れか一項に記載の振動篩装置において、
上記篩網の表面を洗浄する篩網洗浄機構を備えることを特徴とする振動篩装置。
【請求項６】
　請求項５に記載の振動篩装置において、
上記篩網洗浄機構は、流体の洗浄媒体を吐出する洗浄ノズルを備え、
該洗浄ノズルの洗浄媒体の吐出方向についての該洗浄ノズルから上記篩網の表面までの距
離を洗浄距離とし、
該洗浄ノズルの洗浄媒体の吐出方向と該篩網の表面とが成す角の角度を洗浄角度としたと
きに、
該洗浄距離が５０［ｍｍ］以上、１５０［ｍｍ］以下となるように、
該洗浄角度が１０［°］以上、４５［°］以下となるように、上記篩網の外周の上方の位
置に該洗浄ノズルを配置することを特徴とする振動篩装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像形成装置に用いられるトナーやその原材料等の処理物を篩分けする振動
篩装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真法などの静電荷像を経て画像情報を可視化する方法は、現在様々な分野で利用
されている。電子写真法では、帯電、露光工程を経て感光体上に静電潜像を形成し、トナ
ーを含む現像剤で静電潜像をトナー画像に現像し、トナー画像を転写、定着する工程を経
て可視化している。ここで用いる現像剤には、トナーとキャリアとからなる二成分現像剤
と、磁性トナーまたは非磁性トナーを単独で用いる一成分現像剤とが知られているが、い
ずれにしてもトナーが重要な主成分である。トナーを製造する方法としては、粉砕方法の
乾式製法や、乳化重合凝集法、懸濁重合法、液中乾燥法及び転相乳化法等の湿式製法が存
在する。
【０００３】
　粉砕方法を用いた乾式製法では、結着樹脂、離型剤、着色剤、及び必要に応じて添加さ
せる荷電制御剤等の材料を、加圧ニーダーやエクストルーダーまたはメディア分散機を用
い均一に混合・分散せしめる。その後、機械的またはジェット気流下でターゲットに衝突
させ、所望のトナー粒径に微粉砕化せしめ、その後、更に分級して粒度分布をシャープ化
し、所望の粒径のトナー粒子を得ている。このようにして所望の粒径が得られたトナーは
、結着樹脂及び着色剤等から構成されるが、トナーの流動性を向上させるために、トナー
粒子に更に無機微粒子を外添剤として混合させたものも多い。この無機微粒子の外添によ
って充分なトナーの流動性が得られ、白抜け等を抑制し、高品質な画像を得られる。しか
しながら、トナー粒子と外添剤とを攪拌・混合する外添混合処理工程において、高速攪拌
での発熱、粒子の衝突等により、トナー粒子同士の凝集、トナーと外添剤との凝集、外添
剤同士の凝集が起こり、トナーの凝集物が生成される場合がある。
【０００４】
　一方、湿式製法では粉砕法には無い問題点として、乳化、懸濁や乾燥の工程等で発生す
る粒子同士の凝集体や、乳化、懸濁容器、反応容器、攪拌翼等に付着する固着分に起因す
る板状の粗大粒子の発生が挙げられる。
【０００５】
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　乾式製法で発生する凝集物や湿式製法で発生する粗大粒子は、画像形成装置の転写工程
における感光体と転写体との間隔、すなわち転写ギャップを不均一にする原因となる。転
写ギャップが不均一となると画像濃度むらや非画像部へのトナーの散らばりが発生しやす
くなる。また、トナー中に凝集物や粗大粒子が含有されていると、粒径差による帯電差の
発生に起因する画像むらが発生しやすくなる。このように、凝集物や粗大粒子は、画像濃
度むらや非画像部へのトナーの散らばり等、画質を劣化させる大きな要因となる。さらに
、凝集物や粗大粒子は画像形装置の現像時におけるトナー飛散の原因ともなるため、画像
形成装置内の汚染による画像形成装置の信頼性の低下をも引き起こす可能性がある。
【０００６】
　このように、トナー製造過程で生成される凝集物や粗大粒子の存在が画質の劣化や画像
形成装置内の汚染等の不具合を引き起こす原因となっている。このような凝集物や粗大粒
子を製品としてのトナーから除去するために、篩装置によってトナーの篩分けを行う篩分
け工程が従来のトナー製造過程において行われている。
【０００７】
　篩装置では、凝集物や粗大粒子が混在するトナー等の処理物を所定の開口径の篩網の上
面に供給し、篩網に対して三次元運動等の篩分けを行うための機械的な振動を付与する。
このような振動篩装置により、篩網を通過した製品としての処理物と、篩網を通過しなか
った凝集物や粗大粒子とを篩分けることができる。振動篩装置として、特許文献１には、
篩網の上面に残留した凝集物及び粗大粒子を粗粉排出口に案内し排出を促すガイド部材を
粗粉排出口付近に設けた構成が記載されている。また、特許文献２には、篩網の上面に残
留した凝集物及び粗大粒子が篩処理運転時に粗粉排出口から排出されることを防止する排
出阻止手段を篩網の上面に設けた構成が記載されている。特許文献２に記載の振動篩装置
では、篩処理運転時に粗粉排出口から凝集物や粗大粒子が排出されることを防止し、篩処
理運転とは別のタイミングで実行される排出運転時にのみ凝集物や粗大粒子を粗粉排出口
から排出することが出来る。また、特許文献３には、円形の篩網の上面の中央に供給され
た処理物を篩網の外周に設けられた粗粉排出口まで案内するガイド部材が渦巻き状となっ
ている構成が記載されている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上述の特許文献１～３のような振動篩装置を用いることで、篩分け工程以前に形成され
た凝集物及び粗大粒子を製品としての処理物から除去することができる。
　しかしながら、特許文献１の振動篩装置では、凝集物や粗大粒子を粗粉排出口に案内を
促すばかりに、篩分け工程後に必要な篩網を通過可能な所望の粒径の処理物までもが排出
されてしまい、歩留の低下を招くことがある。
【０００９】
　一方、特許文献２の振動篩装置では、排出阻止手段が篩処理運転時に粗粉排出口から処
理物が排出されることを防止するため、所望の粒径の処理物が粗粉排出口への流出を防止
することができる。このように篩処理運転時に粗粉排出口からの排出を行わない構成では
、篩網を通過できない凝集物及び粗大粒子は篩処理運転時の間は、篩網の上面に滞留し続
ける。凝集物及び粗大粒子が篩網の上面に滞留し続けると、篩網上面上の処理物中に含ま
れる凝集物及び粗大粒子の比率が多くなり、さらに、篩網の目詰りも多くなるため、篩網
による処理能力の低下に繋がる。これを回避するため、特許文献２の振動篩装置では、所
定のタイミングで篩処理運転から排出運転に切り換え、篩網上面上の凝集物や粗大粒子を
粗粉排出口から排出する。しかし、排出運転を行うには、一旦、篩処理運転を停止しなけ
ればならず、長時間連続処理する場合には大幅な生産性低下に繋がる。
【００１０】
　特許文献３の振動篩装置では、円形の篩網の中央に供給された処理物は渦巻き状のガイ
ド部材に沿って渦巻き状の軌跡を描きながら篩網の外周に設けられた粗粉排出口に向かっ
て篩網上面を移動する。処理物が渦巻き状の軌跡を描くことで、処理物が篩網上面に供給
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されてから粗粉排出口で排出されるまでの滞留時間を確保しながらも、連続的に凝集物及
び粗大粒子を排出することができる。滞留時間を確保することで、篩網を通過可能な所望
の粒径の処理物が篩にかけられる機会が増加し、特許文献１の振動篩装置で生じていた歩
留の低下を防止することができる。また、連続的に排出することで、凝集物及び粗大粒子
の比率が多くなった処理物は粗粉排出口から連続的に排出され、篩網上の処理物中に含ま
れる凝集物及び粗大粒子の比率が多くなることや目詰りの発生を防止することができ、長
時間運転でも篩網による処理能力の低下を防止できる。処理能力の低下を防止できるため
、特許文献２の振動篩装置のように篩処理運転を停止して排出運転を行う必要がなく、特
許文献２の振動篩装置で生じていた長時間連続処理する場合には大幅な生産性低下を防止
することができる。
【００１１】
　しかしながら特許文献３の振動篩装置では、ガイド部材として金属部材を用いている。
金属部材からなる高硬度なガイド部材を用いると、ガイド部材が篩網の振動に追従できな
い。特許文献３の振動篩装置では、ガイド部材を篩網に対して接着剤で固定している。ガ
イド部材の一部を篩網に対して固定した場合は、固定されていない部分で篩網の振動に追
従できないガイド部材と篩網との隙間が開いたり閉じたりする。一方、ガイド部材が篩網
に接触する部分の全域を接着剤によって固定している場合は、篩網の振動に追従できない
ガイド部材と篩網との接着が剥がれ、固定されていない部分が生じ、上記同様にガイド部
材と篩網との隙間が開いたり閉じたりする。このような隙間に処理物が進入すると、ガイ
ド部材と篩網との間で繰り返し押し潰され、押し固められることで新たな凝集体を形成す
ることがある。また、ガイド部材と篩網との隙間が開いたり閉じたりすることによる摩擦
によってガイド部材や篩網が発熱し、篩網上面上の処理物が溶融して凝集し、新たな凝集
体を形成することがある。そして、篩網上面で新たな凝集体が発生すると、篩分けを行う
前の処理物に含まれていた凝集物や粗大粒子とともに製品としての処理物から除去される
ため歩留の低下に繋がる。
【００１２】
　本発明は以上の問題点に鑑みなされたものであり、その目的は、篩網を用いて、歩留ま
りの低下と篩網による処理能力の低下とを防止しつつ、篩分け工程で新たな凝集体が発生
することを抑制することができる振動篩装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記目的を達成するために、請求項１の発明は、篩網と、該篩網に対して処理物の篩分
けを行うための振動運動を付与する篩振動手段と、該篩網上に処理物を供給する処理物供
給部と、該篩網を通過した処理物を回収する処理物回収部と、該篩網を通過しなかった処
理物を篩網上から排出する処理物排出部と、該篩網上に固定され、該処理物供給部から該
篩網上に供給され、該篩網を通過していない処理物を該処理物排出部に向けて案内する篩
網上ガイド部材とを備える振動篩装置において、上記篩網上ガイド部材は、渦巻き状の部
材あり、振動する上記篩網に追従可能な弾性材料から形成されている振動吸収材であるこ
とを特徴とするものである。
【００１４】
　本発明においては、篩網上ガイド部材が渦巻き状であるため、振動する篩網上に供給さ
れた処理物は篩網上ガイド部材に沿って渦巻き状の軌跡を描きながら処理物排出部に向か
って移動する。処理物が渦巻き状の軌跡を描くことで、処理物供給部で篩網上面に供給さ
れてから処理物排出部で排出されるまでの処理物の篩面上面での滞留時間を確保しながら
も、連続的に凝集物及び粗大粒子を処理物排出部で排出することができる。このため、歩
留まりの低下と篩網による処理能力の低下とを防止することができる。
【００１５】
　さらに、本発明においては、篩網上ガイド部材が、振動する篩網に追従可能な弾性材料
によって形成されている。このため、篩網上ガイド部材が篩網に接触する部分の全域を固
定している場合は、篩網上ガイド部材が篩網に追従して振動するため、固定箇所が剥がれ
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て隙間が生じることが起こり難い。また、固定が剥がれたとしても、篩網上ガイド部材が
篩網に追従するため、追従しない高硬度な材料を用いたものよりも、隙間の開閉が生じ難
く、処理物がその隙間に進入し難い。さらに、処理物が隙間に侵入したとしても、弾性材
料からなる篩網上ガイド部材では処理物を押し固める力が弱く、凝集体は形成され難い。
一方、篩網上ガイド部材の一部を篩網に対して固定した場合は、上述した固定が剥がれた
ときと同様に、処理物が隙間に進入し難く、進入したとしても凝集体は形成され難い。よ
って、何れの場合でも、処理物がガイド部材と篩網との間で繰り返し押し潰されることに
起因して、新たな凝集体を形成することを抑制できる。
　また、上述したように、固定箇所が剥がれて隙間が生じることが起こり難く、隙間があ
っても隙間の開閉が生じ難いため、開閉時の摩擦熱に起因して新たな凝集体が発生するこ
とを抑制できる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、歩留まりの低下と篩網による処理能力の低下とを防止しつつ、篩分け
工程で新たな凝集体が発生することを抑制することができるという優れた効果がある。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】振動篩装置の概略構成図、（ａ）は水平断面図、（ｂ）は側面図。
【図２】処理流路幅の減少率の説明図、（ａ）は、流路幅が減少する状態の説明図、（ｂ
）は、流路幅が減少しない状態の説明図。
【図３】スクリーンに対する洗浄ノズルの配置の説明図。
【図４】比較例２及び比較例５の振動篩装置の水平断面図、（ａ）は、通常運転時の説明
図、（ｂ）は、排出運転時の説明図。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明を振動篩装置（以下、振動篩装置１００とよぶ）に適用した実施形態につ
いて説明する。
　図１は、本実施形態の振動篩装置１００の概略構成図であり、図１（ａ）は、振動篩装
置１００が備える篩網であるスクリーン１より少し上の位置における水平断面図であり、
図１（ｂ）は、振動篩装置１００の側面図である。
【００１９】
　図１に示す振動篩装置１００には、ベースフレーム８とそのベースフレーム８上に設け
られた複数のコイルスプリング７に支持された円筒状の下枠９と、下枠９にＶバンド１１
で固定される形で上枠１０が設けられている。下枠９に篩い分けが終わった製品を排出す
る製品排出口４、上枠１０に凝集物及び粗大粒子等の粗粉Ｃを排出する粗粉排出口３が外
周側面上に設けられている。
　ベースフレーム８内には不図示の振動モータが設置されており、この振動モータに連結
された軸に設置された不図示のアンバランスウエイトの動作によりコイルスプリング７上
の下枠９及び上枠１０は振動運動を行う。
【００２０】
　上枠１０と下枠９との間に支持枠１２が挟み込まれて固定されており、スクリーン１は
この支持枠１２に張設されている。スクリーン１上面には、本発明の特徴であるガイド５
が、処理物投入口２より投入された処理物を篩分け前に直ちに粗粉排出口３に流出しない
様に、粗粉排出口３よりスクリーン１の中央に向かって渦巻き状に設置されている。ガイ
ド５は、スクリーン１上面と接触する部分の全域を接着剤によってスクリーン１に対して
固定している。また、渦巻き状とは、渦を巻くような、旋回するにつれ中心から遠ざかる
（あるいは逆向きにたどれば近づく）線であり、振動篩装置１００のスクリーン１の外周
形状に合わせると好ましく、形状は特に問わない。即ち、図１に示す振動篩装置１００で
は、円形の対数螺旋状になる。また、図１に示す振動篩装置１００では、円形のスクリー
ン１の中央上方に処理物投入口２を設けているが、処理物をスクリーン１上面へ投入する
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投入位置はこの位置に限定するものではない。
【００２１】
　ガイド５は、スクリーン１の振動・振幅に影響を及ぼすものは処理能力低下、スクリー
ン寿命低下の面から好ましくないため、振動するスクリーン１に追従可能な弾性材料から
なり、振動吸収性を有した材質を選定する。このような材質としては、例えば、天然ゴム
やクロロプレンゴム（ＣＲ）、エチレンプロピレンゴム（ＥＰＤＭ）、二トリルゴム（Ｎ
ＢＲ）、シリコンゴム（Ｓｉ）、フッ素ゴム（ＦＫＭ）などの合成ゴム及び、前述の合成
ゴムを原料とした発泡体スポンジやその他発泡体、ポリウレタンフォーム、ポリエチレン
フォーム、ポリオレフィンフォーム、ラスク、超臨界ガス発砲ポリオレフィンフォームな
どのプラスチックフォームなどを挙げることができる。これらの材料は、見掛け密度が低
く、硬度は低く、熱伝導率及び吸水性が低いものが好ましい。見掛け密度としては、０．
４［ｇ／ｃｍ２］以下であることが好ましく、硬度としては１００［°］以下であること
が好ましい。また、処理物性状に応じて耐化学薬品性、耐熱性、耐オゾン性、耐磨耗性、
電気絶縁性、難燃性など考慮し、ガイド５に用いる振動吸収材の材質を選定する必要があ
る。
【００２２】
　また、ガイド５は、スクリーン外周長さに対して、０．２［倍］以上、２．０［倍］以
下のガイド長さＬでスクリーン１上面上に設置する事が好ましい。更に好ましくは、スク
リーン外周長さに対して、０．５［倍］以上、１．０［倍］以下のガイド長さＬである。
ガイド長さＬが、０．２［倍］以下であると、ガイド５が短くなり、凝集物及び粗大粒子
をスクリーン１の上面上に十分に滞留させる機能を有さず、処理物が篩分けされないまま
粗粉排出口へ流出する恐れが有り、逆に２．０［倍］以上であると、スクリーン面上の処
理流路面積の割合が多くなり、処理物を篩うスクリーン面積が小さくなり処理能力低下に
繋がり好ましくない。
【００２３】
　また、ガイド５の高さ（図１（ａ）中における手前奥方向の長さ、図１（ｂ）中におけ
る上下方向の長さ）であるガイド高さＨとしては、２０［ｍｍ］以上、１５０［ｍｍ］以
下の範囲に設定することが好ましい。また、更に好ましいガイド高さＨとしては、５０［
ｍｍ］異常、１００［ｍｍ］以下である。ガイド高さＨが、２０［ｍｍ］以下であるとガ
イド５が低過ぎて容易に乗り越えることができるため、凝集物及び粗大粒子をスクリーン
１上面上に十分に滞留させることが出来ず、処理物が篩分けされないまま粗粉排出口３へ
流出（オーバーフロー）する恐れが有る。一方、ガイド高さＨが１５０［ｍｍ］以上であ
ると、ガイドの自重、撓みなどにより、スクリーン１に振動・振幅の影響を及ぼし、正常
な振幅を得ることが出来なくなり、処理能力低下・スクリーン寿命低下の面から好ましく
ない。
【００２４】
　また、ガイド５は、上枠１０の内周面とガイド５とによって形成される処理流路の幅（
以下、処理流路幅Ｗと呼ぶ）が処理物投入口２から粗粉排出口３に向かうにつれ、徐々に
狭まる形状であることが好ましい。処理物投入口２から粗粉排出口３にかけ、徐々に処理
流路を狭めることにより、スクリーン１の処理面積を有効に利用することが出来るので、
効率的な処理が可能となる。
　ここで、処理流路幅Ｗの狭まり具合である処理流路幅Ｗの減少率について図２を用いて
説明する。
【００２５】
　図２は、処理流路幅Ｗの減少率の説明図である。
　図１及び図２に示すように、処理流路の上流端の処理流路幅Ｗを上流端流路幅Ｗ１とし
、処理流路の下流端の処理流路幅Ｗを下流端流路幅Ｗ２とし、さらに、上流端流路幅Ｗ１
となる位置から下流端流路幅Ｗ２となる位置までのガイド５の長さをガイド長さＬとする
。また、図２中の破線矢印Ｄは処理物の搬送方向を示している。
　そして、処理流路幅Ｗの減少率を流路幅減少率αと示すと、流路幅減少率αは以下の（
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１）式で示す比率である。
　流路幅減少率α＝処理流路幅Ｗの縮小量［ｍｍ］：ガイド長さＬ［ｍｍ］＝上流端流路
幅Ｗ１［ｍｍ］－下流端流路幅Ｗ２［ｍｍ］：ガイド長さＬ［ｍｍ］　・・・・・（１）
【００２６】
　一例として、上流端流路幅Ｗ１が１００［ｍｍ］、下流端流路幅Ｗ２が９０［ｍｍ］、
ガイド長さＬが５０［ｍｍ］の場合を挙げると、α＝１００［ｍｍ］－９０［ｍｍ］：５
０［ｍｍ］＝１０：５０となる。
　他の例として、図２（ｂ）に示すように、等間隔の場合として、上流端流路幅Ｗ１が１
００［ｍｍ］、下流端流路幅Ｗ２が１００［ｍｍ］、ガイド長さＬが５０［ｍｍ］の場合
を挙げると、α＝１００［ｍｍ］－１００［ｍｍ］：５０［ｍｍ］＝０：５０となる。
【００２７】
　そして、流路幅減少率αが、「０：５０」以上、「１０：５０」以下の範囲となるよう
にガイド５を設置することが好ましい。更に好ましくは、流路幅減少率αが、「２：５０
」以上、「５：５０」以下である。流路幅減少率αが、「０：５０」以下であると、処理
流路が粗粉排出口３に向かうにつれて徐々に広くなることでスクリーン１の処理面積効率
を低下させてしまう。このため、排出流路は等間隔以上に下流側ほど広くすることは好ま
しくない。また、流路幅減少率αが、「１０：５０」以上であると、処理流路を急激に絞
ることになり、処理流路内で凝集体及び粗大粒子が閉塞を起こすおそれがあり好ましくな
い。スクリーン１の中央より粗粉排出口３に行くにつれて徐々に処理流路を狭くすること
でスクリーン１の面積効率を高めて処理効率を高めることが出来る。
【００２８】
　また、図１に示すように、上枠１０には、外周上にスクリーン１の上面上方に気体また
は液体の洗浄媒体を吹き付ける洗浄ノズル６が備え付けられており、洗浄ノズル６は、そ
の吹き付け方向が処理流路内における凝集物及び粗大粒子の移動軌跡に沿うように配置さ
れ、凝集物及び粗大粒子を押し流し、スクリーン１の上面を洗浄することでスクリーン１
の網目の目詰りを抑制することが出来る。ここで、洗浄ノズル６から洗浄媒体としては、
処理物が液体スラリー上である場合は、粗大粒子も湿っていることで、比重・付着力が大
きいため、密度の大きい液体で噴霧を行う。一方、処理物が粉体である場合は、粗粉は乾
燥しており、比重・付着力は小さいため、密度の小さい気体でブローする。
【００２９】
　図３は、スクリーン１に対する洗浄ノズル６の配置の説明図である。
　図３で示すように、洗浄ノズル６は、スクリーン１上面から洗浄距離Ｊが、５０［ｍｍ
］以上、１５０［ｍｍ］以下が好ましく、更に好ましくは、洗浄距離Ｊが、８０［ｍｍ］
以上、１２０［ｍｍ］以下である。洗浄距離Ｊが、５０［ｍｍ］以下であると、洗浄ノズ
ル６から吹き付ける洗浄媒体のスクリーン１上面に対する接触面積が狭くなり、洗浄効率
が悪くなる。一方、１５０［ｍｍ］以上であると、洗浄媒体のスクリーン１上面に対する
洗浄圧力が低下し洗浄効率が悪くなる。
【００３０】
　さらに、図３に示すように、洗浄ノズル６からの流体の吹き付け方向とスクリーン１上
面との間の角度を洗浄角度θとすると、洗浄ノズル６は、洗浄角度が、１０［°］以上、
４５［°］以下となるように配備されることが好ましく、さらに好ましくは、洗浄角度２
０［°］以上、３５［°］以下である。洗浄角度１０［°］以下であると、洗浄媒体のス
クリーン１面への接触角度が小さく洗浄圧力が低下するので洗浄効率が悪くなる。一方、
洗浄角度４５［°］以上であると、洗浄媒体のスクリーン１上面に対する接触面積が狭く
なり、洗浄効率低下に繋がる。
【００３１】
　また、洗浄ノズル６の形状は、処理流路の全面を覆うように洗浄することが理想であり
扇形、円形、丸吹き、角形及び楕円などの洗浄角度が広いものが望ましい。圧縮エアーな
どの高速気流で液体を粉砕し微粒化し、低圧で微細な霧を噴霧するスプレーノズルである
二流体ノズルも比重・付着力の小さい粗大粒子に対しても除去に対して有効である。
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【００３２】
　ここで従来の振動篩装置について説明する。
　トナー製造過程で生成される凝集物または粗大粒子の存在が異常画像を引き起こす原因
となっており、これらを篩分ける工程において、歩留・効率よく除去する方法として、誘
動フィルタや振動篩装置が従来から使用・検討されている。
　特許文献１には、凝集物及び粗大粒子を粗粉排出口に案内し排出を促すガイド板を取り
出し口付近に設けた振動篩装置が記載されており、特許文献２には、スクリーン面上に排
出阻止手段を設け処理運転時に排出口へ凝集物及び粗大粒子の排出を防止し、排出運転（
逆転回転運転）時にのみ凝集物及び粗大粒子を排出することが出来る振動篩装置が記載さ
れている。また、特許文献４～６には、トナースラリー中の粗大粒子を除去する工程を含
むトナー製造方法が記載されており、特許文献３には、ガイド板にスクリーン目詰り解消
励振機能を付加した振動篩装置が記載されている。
【００３３】
　上述のように、篩分け工程以前に形成された凝集物及び粗大粒子を除去する方法の検討
が行われてきたが、特許文献１では、凝集物及び粗大粒子を粗粉排出口に案内を促すばか
りに、篩分け工程後に必要な製品分までも篩分け前に未処理の状態で排出（オーバーフロ
ー）してしまい、歩留の低下を招き望ましくない。一方、特許文献２では、スクリーン面
上に排出阻止手段を設けることにより、未処理品の粗粉排出口への流出を防止することが
出来るが、篩処理運転時には、次第に凝集物及び粗大粒子のスクリーン上面の滞留比率や
目詰りが多くなり、スクリーン処理能力の低下に繋がる。また、排出運転を行うことでス
クリーン面上の凝集物及び粗大粒子を排出することが出来るが、一旦、篩処理運転を停止
しなければならず長時間連続処理する場合に大幅な生産性低下に繋がる。
【００３４】
　特許文献３では、ガイド部材は、超音波などの手段で励振エネルギーをスクリーン網に
伝える必要があるため、振動伝達率が高く機械強度の高い金属部材で構成する必要があり
、高硬度なガイド部材とスクリーン網との隙間でタッピングによる製品の圧片不良が生じ
る。また、超音波などの励振エネルギーの印加によるガイド部材発熱により、製品発熱部
接触による製品溶解・凝集が発生する。
　特許文献４～６では、トナースラリー中の粗大粒子を除去する工程が記載されているが
、記載の技術では、連続処理によりスラリー中に含まれるスクリーンの目に詰りやすい粒
径の粗大粒子が、徐々にスクリーンの目詰りを起し、処理量が低下し、生産性低下を招い
てしまう。
【００３５】
　本実施形態の振動篩装置１００では、不図示の振動モータによって振動を付与すること
により篩網であるスクリーン１を振動させ、スクリーン１の網上下で対象物を篩分ける。
また、この振動によってスクリーン１上面上に残る凝集物及び粗大粒子を本体に設けた粗
粉排出口３より連続排出することができる。さらに、振動篩装置１００はスクリーン１上
面に処理物投入口２から粗粉排出口３にかけて渦巻き状で、且つ、振動するスクリーン１
に追従可能な弾性材料によって形成されたガイド５を設けている。渦巻き状で滞留用ガイ
ドとして機能するガイド５を設けることで、篩分けされていない未処理品の粗粉排出口３
への流出を機械的に防止することが出来ると共に、スクリーン１面上で処理物に滞留時間
を掛けながらも連続的に凝集物及び粗大粒子を排出することが可能となる。連続的に凝集
物及び粗大粒子を排出することにより、スクリーン１面上の凝集物及び粗大粒子の滞留比
率増加・目詰りは起きず、長時間運転でも篩の処理能力の低下が起きない。
【００３６】
　振動篩装置１００では、ガイド５に振動吸収材を用いることにより、滞留用ガイドの役
割も果たしつつ、ガイド５はスクリーン１面の振動をガイド自身で減衰することができる
。これにより、ガイド５とスクリーン１との隙間で処理物がタッピングされにくい。さら
に、密度が小さく硬度の低い材質を用いることでタッピングしにくく、製品の圧片は発生
しない。また、超音波などの励振エネルギーの印加によるガイド部材自身の発熱もガイド
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５として熱伝導率が低い構成部材を用いることで、発熱を抑えることが出来、製品の凝集
などの発生を防止できる。
　このように、本実施形態の振動篩装置１００では、処理物の歩留低下、スクリーンの処
理能力低下、製品の圧片及び凝集物発生の問題点を解決し、長時間を安定して連続運転出
来る。
【００３７】
　近年、電子写真法により得られた画像の高画質化を目的として、小粒径の電子写真用ト
ナーが主流になりつつある。そして、小粒径トナーであるほど、トナーに凝集物や粗大粒
子が含有することによる画像への悪影響を生じ易くなる。よって、特に小粒径トナーでは
製造時に凝集物や粗大粒子を除去することが重要であり、凝集物や粗大粒子を除去する篩
分け工程において本発明を適用した振動篩装置１００を用いることは有用である。
【００３８】
　次に、本発明を電子写真用トナー（以下、電子写真用トナーを単にトナーと略称するこ
とがある）の製造時の篩分け工程で用いる実施形態を説明する。
　まず、本実施形態に用いられるトナーの製法や材料に関して詳述する。
　本実施形態に用いられるトナーの製造方法の工程全体としては、有機溶媒中に結着樹脂
と着色剤とを含有する有機溶媒組成物、または、少なくとも重合性単量体と着色剤とを含
有する重合性単量体組成物を水系媒体中に混合する。そして、この混合液に剪断力を与え
て、乳化液または懸濁液を得た後に、有機溶媒を除去し、振動篩装置にてスラリー中の粗
大粒子を除去し、洗浄、乾燥し、さらに、外添剤を添加・混合し、不要な凝集物、粗大粒
子等を除去して、トナーを製造する。
　上述した不要な凝集物、粗大粒子等を除去するのに、本発明を適用した振動篩装置を使
用する事が出来る。本実施形態における電子トナー用製造条件・方法については、トナー
スラリー及びトナーの篩分けを本実施形態の方法で実施する限り、他の点については特に
使用工程に制限はなく、公知のトナー製造方法に準じて実施することが出来る。
【００３９】
　まず、主な原料について説明する。
　本実施形態で使用することのできる結着樹脂にはポリエステル樹脂がある。このポリエ
ステル樹脂は、アルコールとカルボン酸との縮重合によって通常得られるものである。
　上記アルコールとしては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリ
エチレングリコール、プロピレングリコール等のグリコール類、１．４‐ビス（ヒドロキ
シメチル）シクロヘキサン、及びビスフェノールＡ等のエーテル化ビスフェノール類、そ
の他二価のアルコール単量体、三価以上の多価アルコール単量体を挙げることができる。
　また、上記カルボン酸としては、例えば、マレイン酸、フマール酸、フタル酸、イソフ
タル酸、テレフタル酸、コハク酸、マロン酸等の二価の有機酸単量体、１，２，４‐ベン
ゼントリカルボン酸、１，２，５‐ベンゼントリカルボン酸、１，２，４‐シクロヘキサ
ントリカルボン酸、１，２，４‐ナフタレントリカルボン酸、１，２，５‐ヘキサントリ
カルボン酸、１，３‐ジカルボキシル‐２‐メチレンカルボキシプロパン、１，２，７，
８‐オクタンテトラカルボン酸等の三価以上の多価カルボン酸単量体を挙げることができ
る。
【００４０】
　本実施形態で使用することのできる結着樹脂には、上述したポリエステル樹脂の他に、
ポリスチレン、ポリｐ‐クロロスチレン、ポリビニルトルエンなどのスチレン及びその置
換体の重合体；スチレン‐ｐ‐クロロスチレン共重合体、スチレン‐プロピレン共重合体
、スチレン‐ビニルトルエン共重合体、スチレン‐ビニルナフタリン共重合体、スチレン
‐アクリル酸メチル共重合体、スチレン‐アクリル酸エチル共重合体、スチレン‐アクリ
ル酸ブチル共重合体、スチレン‐アクリル酸オクチル共重合体、スチレン‐メタクリル酸
メチル共重合体、スチレン‐メタクリル酸エチル共重合体、スチレン‐メタクリル酸ブチ
ル共重合体、スチレン‐α‐クロルメタクリル酸メチル共重合体、スチレン‐アクリロニ
トリル共重合体、スチレン‐ビニルメチルケトン共重合体、スチレン‐ブタジエン共重合
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体、スチレン‐イソプレン共重合体、スチレン‐アクリロニトリル‐インデン共重合体、
スチレン‐マレイン酸共重合体、スチレン‐マレイン酸エステル共重合体などのスチレン
系共重合体；ポリメチルメタクリレート、ポリブチルメタクリレート、ポリ塩化ビニル、
ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエステル、エポキシ樹脂、エポキ
シポリオール樹脂、ポリウレタン、ポリアミド、ポリビニルブチラール、ポリアクリル酸
樹脂、ロジン、変性ロジン、テルペン樹脂、脂肪族叉は脂環族炭化水素樹脂、芳香族系石
油樹脂、塩素化パラフィン、パラフィンワックスなどが挙げられ、単独あるいは混合して
使用できる。
【００４１】
　本実施形態で使用することのできる重合性単量体としては、例えば、スチレン、α‐メ
チルスチレン、ｐ‐メチルスチレン、ｐ‐クロロスチレン等の芳香族ビニル単量体類、ア
クリロニトリル等の不飽和ニトリル類、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）ア
クリレート、ブチル（メタ）アクリレート、エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ラウ
リル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、等の不飽和（メタ）アク
リル酸類、ブタジエン、イソプレン等の共役ジオレフィン類等を挙げることができる。こ
れらの重合性単量体は、それぞれ単独で、あるいは二種以上を組み合わせて使用すること
ができる。
　本実施形態のトナーの製造方法においては、無機微粒子、及び／または、ポリマー微粒
子を含む水系媒体中に分散させたイソシアネート基含有ポリエステル系プレポリマーを、
アミンと反応させる高分子量化工程を含むことが好ましい。
【００４２】
　本実施形態で使用するこのできるプレポリマーは、イソシアネート基を含有するポリエ
ステル系プレポリマーが好ましく、ポリオール（ＰＯ）とポリカルボン酸（ＰＣ）の重縮
合物でかつ活性水素基を有するポリエステルを、さらにポリイソシアネート（ＰＩＣ）と
反応させることによって得ることができる。
この場合、ポリエステルの有する活性水素基としては、水酸基（アルコール性水酸基およ
びフェノール性水酸基）、アミノ基、カルボキシル基、メルカプト基などが挙げられ、こ
れらのうち好ましいものはアルコール性水酸基である。
【００４３】
　上記ポリオール（ＰＯ）としては、ジオール（ＤＩＯ）および三価以上のポリオール（
ＴＯ）が挙げられ、（ＤＩＯ）単独、または（ＤＩＯ）と少量の（ＴＯ）の混合物が好ま
しい。
　ジオール（ＤＩＯ）としては、アルキレングリコール（エチレングリコール、１，２‐
プロピレングリコール、１，３‐プロピレングリコール、１，４‐ブタンジオール、１，
６‐ヘキサンジオールなど）；アルキレンエーテルグリコール（ジエチレングリコール、
トリエチレングリコール、ジプロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロ
ピレングリコール、ポリテトラメチレンエーテルグリコールなど）；脂環式ジオール（１
，４‐シクロヘキサンジメタノール、水素添加ビスフェノールＡなど）；ビスフェノール
類（ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳなど）；上記脂環式ジオー
ルのアルキレンオキサイド（エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキ
サイドなど）付加物；上記ビスフェノール類のアルキレンオキサイド（エチレンオキサイ
ド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキサイドなど）付加物などが挙げられる。
　これらのうち好ましいものは、炭素数２～１２のアルキレングリコールおよびビスフェ
ノール類のアルキレンオキサイド付加物であり、特に好ましいものはビスフェノール類の
アルキレンオキサイド付加物、およびこれと炭素数２～１２のアルキレングリコールとの
併用である。
　三価以上のポリオール（ＴＯ）としては、三～八価またはそれ以上の多価脂肪族アルコ
ール（グリセリン、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリト
ール、ソルビトールなど）；三価以上のフェノール類（トリスフェノールＰＡ、フェノー
ルノボラック、クレゾールノボラックなど）；上記三価以上のポリフェノール類のアルキ
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レンオキサイド付加物などが挙げられる。
【００４４】
　上記ポリカルボン酸（ＰＣ）としては、ジカルボン酸（ＤＩＣ）および三価以上のポリ
カルボン酸（ＴＣ）が挙げられ、（ＤＩＣ）単独、および（ＤＩＣ）と少量の（ＴＣ）の
混合物が好ましい。
　ジカルボン酸（ＤＩＣ）としては、アルキレンジカルボン酸（コハク酸、アジピン酸、
セバシン酸など）；アルケニレンジカルボン酸（マレイン酸、フマール酸など）；芳香族
ジカルボン酸（フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、ナフタレンジカルボン酸など）
などが挙げられる。これらのうち好ましいものは、炭素数４～２０のアルケニレンジカル
ボン酸および炭素数８～２０の芳香族ジカルボン酸である。
　三価以上のポリカルボン酸（ＴＣ）としては、炭素数９～２０の芳香族ポリカルボン酸
（トリメリット酸、ピロメリット酸など）などが挙げられる。なお、ポリカルボン酸（Ｐ
Ｃ）としては、上述のものの酸無水物または低級アルキルエステル（メチルエステル、エ
チルエステル、イソプロピルエステルなど）を用いてポリオール（ＰＯ）と反応させても
よい。
　上記ポリオール（ＰＯ）と上記ポリカルボン酸（ＰＣ）の比率は、水酸基［ＯＨ］とカ
ルボキシル基［ＣＯＯＨ］の当量比［ＯＨ］／［ＣＯＯＨ］として、通常２／１～１／１
、好ましくは１．５／１～１／１、さらに好ましくは１．３／１～１．０２／１である。
【００４５】
　上記ポリイソシアネート（ＰＩＣ）としては、脂肪族ポリイソシアネート（テトラメチ
レンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、２，６‐ジイソシアナトメチ
ルカプロエートなど）；脂環式ポリイソシアネート（イソホロンジイソシアネート、シク
ロヘキシルメタンジイソシアネートなど）；芳香族ジイソシアネート（トリレンジイソシ
アネート、ジフェニルメタンジイソシアネートなど）；芳香脂肪族ジイソシアネート（α
，α，α'，α'‐テトラメチルキシリレンジイソシアネートなど）；イソシアヌレート類
；前記ポリイソシアネートをフェノール誘導体、オキシム、カプロラクタムなどでブロッ
クしたもの；およびこれら二種以上の併用が挙げられる。
　イソシアネート基を有するポリエステル系プレポリマーを得る場合、ポリイソシアネー
ト（ＰＩＣ）と活性水素を有するポリエステル系樹脂（ＰＥ）との比率は、イソシアネー
ト基［ＮＣＯ］と、水酸基を有するポリエステルの水酸基［ＯＨ］との当量比［ＮＣＯ］
／［ＯＨ］として、通常５／１～１／１、好ましくは４／１～１．２／１、さらに好まし
くは２．５／１～１．５／１である。
　末端にイソシアネート基を有するプレポリマーＡ中のポリイソシアネート（ＰＩＣ）構
成成分の含有量は、通常０．５～４０［質量％］、好ましくは１～３０［質量％］、さら
に好ましくは２～２０［質量％］である。
【００４６】
　上記アミンとしては、ポリアミン、及び／または、活性水素含有基を有するアミン類が
用いられる。この場合の活性水素含有基には、水酸基やメルカプト基が包含される。
　このようなアミンには、ジアミン（Ｂ１と略称する。）、三価以上のポリアミン（Ｂ２
と略称する。）、アミノアルコール（Ｂ３と略称する。）、アミノメルカプタン（Ｂ４と
略称する。）、アミノ酸（Ｂ５と略称する。）、及び、上記Ｂ１～Ｂ５のアミノ基をブロ
ックしたもの（Ｂ６と略称する。）などが挙げられる。
　ジアミン（Ｂ１）としては、芳香族ジアミン（フェニレンジアミン、ジエチルトルエン
ジアミン、４，４'ジアミノジフェニルメタンなど）；脂環式ジアミン（４，４'‐ジアミ
ノ‐３，３'ジメチルジシクロヘキシルメタン、ジアミンシクロヘキサン、イソホロンジ
アミンなど）；および脂肪族ジアミン（エチレンジアミン、テトラメチレンジアミン、ヘ
キサメチレンジアミンなど）などが挙げられる。
【００４７】
　三価以上のポリアミン（Ｂ２）としては、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラ
ミンなどが挙げられる。アミノアルコール（Ｂ３）としては、エタノールアミン、ヒドロ
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キシエチルアニリンなどが挙げられる。アミノメルカプタン（Ｂ４）としては、アミノエ
チルメルカプタン、アミノプロピルメルカプタンなどが挙げられる。アミノ酸（Ｂ５）と
しては、アミノプロピオン酸、アミノカプロン酸などが挙げられる。Ｂ１～Ｂ５のアミノ
基をブロックしたもの（Ｂ６）としては、上記Ｂ１～Ｂ５のアミン類とケトン類（アセト
ン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンなど）から得られるケチミン化合物、
オキサゾリン化合物などが挙げられる。これらアミンのうち好ましいものは、（Ｂ１）お
よび（Ｂ１）と少量の（Ｂ２）の混合物である。
【００４８】
　さらに、プレポリマーとアミンとを反応させる場合、必要により伸長停止剤を用いてポ
リエステルの分子量を調整することができる。
　伸長停止剤としては、活性水素含有基を有しないモノアミン（ジエチルアミン、ジブチ
ルアミン、ブチルアミン、ラウリルアミンなど）、およびそれらをブロックしたもの（ケ
チミン化合物）などが挙げられる。その添加量は、生成するウレア変性ポリエステルに所
望する分子量との関係で適宜選定される。
　アミンとイソシアネート基を有するプレポリマーとの比率は、イソシアネート基を有す
るプレポリマー中のイソシアネート基［ＮＣＯ］と、アミン中のアミノ基［ＮＨｘ］（ｘ
は１～２の数を示す）の当量比［ＮＣＯ］／［ＮＨｘ］として、通常１／２～２／１、好
ましくは１．５／１～１／１．５、さらに好ましくは１．２／１～１／１．２でとすれば
よい。
【００４９】
　本実施形態に用いるトナーに含有させる着色剤としては、公知の染料及び顔料が全て使
用でき、例えば、カーボンブラック、ニグロシン染料、鉄黒、ナフトールイエローＳ、ハ
ンザイエロー（１０Ｇ、５Ｇ、Ｇ）、カドミュウムイエロー、黄色酸化鉄、黄土、黄鉛、
チタン黄、ポリアゾイエロー、オイルイエロー、ハンザイエロー（ＧＲ、Ａ、ＲＮ、Ｒ）
、ピグメントイエローＬ、ベンジジンイエロー（Ｇ、ＧＲ）、パーマネントイエロー（Ｎ
ＣＧ）、バルカンファストイエロー（５Ｇ、Ｒ）、タートラジンレーキ、キノリンイエロ
ーレーキ、アンスラザンイエローＢＧＬ、イソインドリノンイエロー、ベンガラ、鉛丹、
鉛朱、カドミュウムレッド、カドミュウムマーキュリレッド、アンチモン朱、パーマネン
トレッド４Ｒ、パラレッド、ファイセーレッド、パラクロルオルトニトロアニリンレッド
、リソールファストスカーレットＧ、ブリリアントファストスカーレット、ブリリアント
カーンミンＢＳ、パーマネントレッド（Ｆ２Ｒ、Ｆ４Ｒ、ＦＲＬ、ＦＲＬＬ、Ｆ４ＲＨ）
、ファストスカーレットＶＤ、ベルカンファストルビンＢ、ブリリアントスカーレットＧ
、リソールルビンＧＸ、パーマネントレッドＦ５Ｒ、ブリリアントカーミン６Ｂ、ポグメ
ントスカーレット３Ｂ、ボルドー５Ｂ、トルイジンマルーン、パーマネントボルドーＦ２
Ｋ、ヘリオボルドーＢＬ、ボルドー１０Ｂ、ボンマルーンライト、ボンマルーンメジアム
、エオシンレーキ、ローダミンレーキＢ、ローダミンレーキＹ、アリザリンレーキ、チオ
インジゴレッドＢ、チオインジゴマルーン、オイルレッド、キナクリドンレッド、ピラゾ
ロンレッド、ポリアゾレッド、クロームバーミリオン、ベンジジンオレンジ、ペリノンオ
レンジ、オイルオレンジ、コバルトブルー、セルリアンブルー、アルカリブルーレーキ、
ピーコックブルーレーキ、ビクトリアブルーレーキ、無金属フタロシアニンブルー、フタ
ロシアニンブルー、ファストスカイブルー、インダンスレンブルー（ＲＳ、ＢＣ）、イン
ジゴ、群青、紺青、アントラキノンブルー、ファストバイオレットＢ、メチルバイオレッ
トレーキ、コバルト紫、マンガン紫、ジオキサンバイオレット、アントラキノンバイオレ
ット、クロムグリーン、ジンクグリーン、酸化クロム、ピリジアン、エメラルドグリーン
、ピグメントグリーンＢ、ナフトールグリーンＢ、グリーンゴールド、アシッドグリーン
レーキ、マラカイトグリーンレーキ、フタロシアニングリーン、アントラキノングリーン
、酸化チタン、亜鉛華、リトボン及びそれらの混合物が使用できる。
　着色剤の含有量はトナーに対して通常１～１５［質量％］、好ましくは３～１２［質量
％］である。
【００５０】
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　本実施形態に用いるトナーに含有させる着色剤としては、樹脂と複合化されたマスター
バッチとして用いることもできる。
　マスターバッチの製造用の樹脂またはマスターバッチとともに混練される結着樹脂とし
ては、上述したポリエステル樹脂の他にポリスチレン、ポリｐ‐クロロスチレン、ポリビ
ニルトルエンなどのスチレン及びその置換体の重合体；スチレン‐ｐ‐クロロスチレン共
重合体、スチレン‐プロピレン共重合体、スチレン‐ビニルトルエン共重合体、スチレン
‐ビニルナフタリン共重合体、スチレン‐アクリル酸メチル共重合体、スチレン‐アクリ
ル酸エチル共重合体、スチレン‐アクリル酸ブチル共重合体、スチレン‐アクリル酸オク
チル共重合体、スチレン‐メタクリル酸メチル共重合体、スチレン‐メタクリル酸エチル
共重合体、スチレン‐メタクリル酸ブチル共重合体、スチレン‐α‐クロルメタクリル酸
メチル共重合体、スチレン‐アクリロニトリル共重合体、スチレン‐ビニルメチルケトン
共重合体、スチレン‐ブタジエン共重合体、スチレン‐イソプレン共重合体、スチレン‐
アクリロニトリル‐インデン共重合体、スチレン‐マレイン酸共重合体、スチレン‐マレ
イン酸エステル共重合体などのスチレン系共重合体；ポリメチルメタクリレート、ポリブ
チルメタクリレート、ポリ塩化ビニル、ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン、ポリプロピレン
、ポリエステル、エポキシ樹脂、エポキシポリオール樹脂、ポリウレタン、ポリアミド、
ポリビニルブチラール、ポリアクリル酸樹脂、ロジン、変性ロジン、テルペン樹脂、脂肪
族または脂環族炭化水素樹脂、芳香族系石油樹脂、塩素化パラフィン、パラフィンワック
スなどが挙げられ、単独あるいは混合して使用できる。
　このマスターバッチは、マスターバッチ製造用の樹脂と着色剤とを高せん断力をかけて
混合、混練してマスターバッチを得ることができる。この際、着色剤と樹脂との相互作用
を高めるために、有機溶剤を用いることができる。
　また、いわゆるフラッシング法と呼ばれる着色剤の水を含んだ水性ペーストを樹脂と有
機溶剤とともに混合混練し、着色剤を樹脂側に移行させ、水分と有機溶剤成分を除去する
方法も、着色剤を乾燥することなくウエットケーキのまま用いることができ好ましい。
【００５１】
　混合混練するには三本ロールミル等の高せん断分散装置が好ましく用いられる。
　また、本実施形態のトナーの製造には、結着樹脂、着色剤とともにワックスを含有させ
ることもできる。
　本実施形態のトナーの製造方法に用いるワックスとしては公知のものが使用でき、例え
ば、ポリオレフィンワッックス（ポリエチレンワックス、ポリプロピレンワックスなど）
；長鎖炭化水素（パラフィンワックス、サゾールワックスなど）；カルボニル基含有ワッ
クスなどが挙げられる。
　これらのうち好ましいものは、カルボニル基含有ワックスである。カルボニル基含有ワ
ックスとしては、ポリアルカン酸エステル（カルナバワックス、モンタンワックス、トリ
メチロールプロパントリベヘネート、ペンタエリスリトールテトラベヘネート、ペンタエ
リスリトールジアセテートジベヘネート、グリセリントリベヘネート、１,１８-オクタデ
カンジオールジステアレートなど）；ポリアルカノールエステル（トリメリット酸トリス
テアリル、ジステアリルマレエートなど）；ポリアルカン酸アミド（エチレンジアミンジ
ベヘニルアミドなど）；ポリアルキルアミド（トリメリット酸トリステアリルアミドなど
）；およびジアルキルケトン（ジステアリルケトンなど）などが挙げられる。
　これらカルボニル基含有ワックスのうち好ましいものは、ポリアルカン酸エステルであ
る。
【００５２】
　本実施形態のトナーに含有させるワックスの融点は、通常４０～１６０［℃］であり、
好ましくは５０～１２０［℃］、さらに好ましくは６０～９０［℃］である。融点が４０
［℃］未満のワックスは耐熱保存性に悪影響を与え、１６０［℃］を超えるワックスは低
温での定着時にコールドオフセットを起こしやすい。
また、ワックスの溶融粘度は、融点より２０［℃］高い温度での測定値として、５～１０
００［ｃｐｓ］が好ましく、さらに好ましくは１０～１００［ｃｐｓ］である。１０００
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［ｃｐｓ］を超えるワックスは、耐ホットオフセット性、低温定着性への向上効果に乏し
い。
【００５３】
　トナー中のワックスの含有量は通常０～４０［質量％］であり、好ましくは３～３０［
質量％］である。
　本実施の形態に用いる水系媒体としては、水単独でもよいが、水と混和可能な溶剤を併
用することもできる。混和可能な溶剤としては、アルコール（メタノール、イソプロピル
アルコール、エチレングリコールなど）、ジメチルホルムアミド、テトラヒドロフラン、
セルソルブ類（メチルセルソルブなど）、低級ケトン類（アセトン、メチルエチルケトン
など）などが挙げられる。
【００５４】
　本実施形態で用いるトナーは、必要に応じて帯電制御剤を含有してもよい。
　帯電制御剤としては公知のものが全て使用でき、例えば、ニグロシン系染料、トリフェ
ニルメタン系染料、クロム含有金属錯体染料、モリブデン酸キレート顔料、ローダミン系
染料、アルコキシ系アミン、４級アンモニウム塩（フッ素変性４級アンモニウム塩を含む
）、アルキルアミド、燐の単体または化合物、タングステンの単体または化合物、フッ素
系活性剤、サリチル酸金属塩及び、サリチル酸誘導体の金属塩等である。
　具体的にはニグロシン系染料のボントロン０３、第四級アンモニウム塩のボントロンＰ
－５１、含金属アゾ染料のボントロンＳ－３４、オキシナフトエ酸系金属錯体のＥ－８２
、サリチル酸系金属錯体のＥ－８４、フェノール系縮合物のＥ－８９（以上、オリエント
化学工業社製）、第四級アンモニウム塩モリブデン錯体のＴＰ－３０２、ＴＰ一４１５（
以上、保土谷化学工業社製）、第四級アンモニウム塩のコピーチャージＰＳＹ　ＶＰ２０
３８、トリフェニルメタン誘導体のコピーブルーＰＲ、第四級アンモニウム塩のコピーチ
ャージ　ＮＥＧ　ＶＰ２０３６、コピーチャージ　ＮＸ　ＶＰ４３４（以上、ヘキスト社
製）、ＬＲＡ－９０１、ホウ素錯体であるＬＲ－１４７（日本カ一リット社製）、銅フタ
ロシアニン、ペリレン、キナクリドン、アゾ系顔料、その他スルホン酸基、カルボキシル
基、四級アンモニウム塩等の官能基を有する高分子系の化合物が挙げられる。
【００５５】
　本実施で用いるトナーにおいて、荷電制御剤の使用量は、結着樹脂の種類、必要に応じ
て使用される各種の添加剤の有無、分散方法を含めたトナー製造方法によって決定される
もので、一義的に限定されるものではないが、好ましくはバインダー樹脂１００［質量部
］に対して、０．１～１０［質量部］の範囲で用いられる。好ましくは、０．２～５［質
量部］の範囲がよい。１０［質量部］を越える場合にはトナーの帯電性が大きすぎ、主帯
電制御剤の効果を減退させ、現像ローラとの静電的吸引力が増大し、現像剤の流動性低下
や、画像濃度の低下を招く。
【００５６】
　これらの帯電制御剤はマスターバッチ、樹脂とともに溶融混練した後、溶解分散させる
こともできるし、もちろん有機溶剤に直接溶解、分散する際に加えても良いし、トナー表
面にトナー粒子作成後固定化させてもよい。
　本実施形態で用いるトナーの流動性や現像性、帯電性を補助するための外添剤としては
、無機微粒子を好ましく用いることができる。
この無機微粒子の一次粒子径は、５［ｎｍ］～２０００［ｎｍ］であることが好ましく、
特に５［ｎｍ］～５００［ｎｍ］であることが好ましい。
　また、この無機微粒子の一次粒子径のＢＥＴ法による比表面積は、２０～５００［ｍ２

／ｇ］であることが好ましい。
【００５７】
　この無機微粒子の使用割合は、トナーの０．０１～５［質量％］であることが好ましく
、特に０．０１～２．０［質量％］であることが好ましい。無機微粒子の具体例としては
、例えば、シリカ、アルミナ、酸化チタン、チタン酸バリウム、チタン酸マグネシウム、
チタン酸カルシウム、チタン酸ストロンチウム、酸化亜鉛、酸化スズ、ケイ砂、クレー、
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雲母、ケイ灰石、ケイソウ土、酸化クロム、酸化セリウム、ペンガラ、三酸化アンチモン
、酸化マグネシウム、酸化ジルコニウム、硫酸バリウム、炭酸バリウム、炭酸カルシウム
、炭化ケイ素、窒化ケイ素などを挙げることができる。
　その他にも、高分子系微粒子たとえばソープフリー乳化重合や懸濁重合、分散重合によ
って得られるポリスチレン、メタクリル酸エステルやアクリル酸エステル共重合体やシリ
コーン、ベンゾグアナミン、ナイロンなどの重縮合系、熱硬化性樹脂による重合体粒子が
挙げられる。
　このような流動化剤は、表面処理を行って、疎水性を上げ、高湿度下においても流動特
性や帯電特性の悪化を防止することができる。例えば、シランカップリング剤、シリル化
剤、フッ化アルキル基を有するシランカップリング剤、有機チタネート系カップリング剤
、アルミニウム系のカップリング剤、シリコーンオイル、変性シリコーンオイルなどが好
ましい表面処理剤として挙げられる。
【００５８】
　感光体や一次転写媒体に残存する転写後の現像剤を除去するためにトナーに含有させる
クリーニング性向上剤としては、例えば、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カルシウム、
ステアリン酸など脂肪酸金属塩、例えば、ポリメチルメタクリレート微粒子、ポリスチレ
ン微粒子などのソープフリー乳化重合などによって製造された、ポリマー微粒子などを挙
げることかできる。このポリマー微粒子は比較的粒度分布が狭く、体積平均粒径が０．０
１［μｍ］から１［μｍ］のものが好ましい。
【００５９】
　以下、本発明に係る振動篩装置を用いることができる、静電荷像現像用トナーの具体的
な製造方法を説明するが、勿論、本発明を適用可能な製造方法は以下に説明するものに限
定されることはない。
　＜ポリエステル樹脂の作製＞
　多価アルコール（ＰＯ）と多価カルボン酸（ＰＣ）を、テトラブトキシチタネート、ジ
ブチルチンオキサイドなど公知のエステル化触媒の存在下、１５０～２８０［℃］に加熱
し、必要により減圧しながら生成する水を溜去して、ポリエステル樹脂を得る。
　＜プレポリマーの作製＞
　上記ポリエステル樹脂と同様の方法で得られた水酸基を有するポリエステルに、４０～
１４０［℃］にて、多価イソシアネート（ＰＩＣ）を反応させ、イソシアネート基を有す
るポリエステルプレポリマー（Ａ）を得る。多価イソシアネート（ＰＩＣ）を反応させる
際には、必要により溶剤を用いることもできる。使用可能な溶剤としては、イソシアネー
ト化合物に対して不活性である、芳香族溶剤（トルエン、キシレンなど）；ケトン類（ア
セトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンなど）；エステル類（酢酸エチル
など）；アミド類（ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミドなど）およびエーテル
類（テトラヒドロフランなど）などが挙げられる。
【００６０】
　＜変性ポリエステル樹脂の作製＞
　ポリエステルプレポリマー（Ａ）とアミン類（Ｂ）との反応は、他のトナー構成材料と
混合させて行わせるものであっても良いし、予め作製しておくものでもよい。予め作製す
る場合は、ポリエステルプレポリマー（Ａ）にアミン類（Ｂ）を０～１４０［℃］にて反
応させ、ウレア変性ポリエステル樹脂を得る。ポリエステルプレポリマー（Ａ）とアミン
類（Ｂ）を反応させる場合にも、プレポリマー（Ａ）の場合と同様に、必要に応じて溶剤
を用いることができる。使用可能な溶剤は、先に挙げた通りである。
　＜水系媒体中でのトナー製造法＞
　本実施形態にかかるトナーに用いる水系媒体としては、水単独でもよいが、水と混和可
能な溶剤を併用することもできる。混和可能な溶剤としては、アルコール（メタノール、
イソプロピルアルコール、エチレングリコールなど）、ジメチルホルムアミド、テトラヒ
ドロフラン、セルソルブ類（メチルセルソルブなど）、低級ケトン類（アセトン、メチル
エチルケトンなど）などが挙げられる。
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トナー粒子は、水系媒体中でイソシアネート基を有するポリエステルプレポリマー（Ａ）
からなる分散体を、アミン類（Ｂ）と反応させて形成しても良いし、予め作製した変性ポ
リエステル樹脂を用いても良い。
水系媒体中でポリエステル樹脂やポリエステルプレポリマー（Ａ）からなる分散体を安定
して形成させる方法としては、水系媒体中にポリエステル樹脂やポリエステルプレポリマ
ー（Ａ）からなるトナー構成材料を加えて、機械的剪断力により分散させるが、他のトナ
ー構成材料であるワックス、帯電制御剤などは、水系媒体中で分散体を形成させる際に混
合してもよいが、予めこれらトナー構成材料を混合した後、水系媒体中にその混合物を加
えて分散させたほうがより好ましい。
また、本実施形態においては、ワックス、帯電制御剤などのトナー構成材料は、必ずしも
、水系媒体中で粒子を形成させる時に混合しておく必要はなく、粒子を形成した後、添加
してもよい。
【００６１】
　＜固体微粒子分散剤＞
　また、水系媒体中に予め固体の微粒子分散剤を添加しておくことで、水相中での油滴の
分散が均一化する。これは、分散時に油滴の表面に固体微粒子分散剤が配置するようにな
り、油滴の分散が均一化するものであり、それと共に油滴同士の合一が防止され、粒度分
布のシャープなトナーが得られるようになる。
固体微粒子分散剤は、水系媒体中で水に難溶の固体状で存在するものであり、平均粒径が
０．０１～１［μｍ］の無機微粒子が好ましい。
【００６２】
　無機微粒子の具体例としては、例えば、シリカ、アルミナ、酸化チタン、チタン酸バリ
ウム、チタン酸マグネシウム、チタン酸カルシウム、チタン酸ストロンチウム、酸化亜鉛
、酸化スズ、ケイ砂、クレー、雲母、ケイ灰石、ケイソウ土、酸化クロム、酸化セリウム
、ベンガラ、三酸化アンチモン、酸化マグネシウム、酸化ジルコニウム、硫酸バリウム、
炭酸バリウム、炭酸カルシウム、炭化ケイ素、窒化ケイ素などを挙げることができる。好
ましくは、リン酸三カルシウム、炭酸カルシウム、コロイド状酸化チタン、コロイダルシ
リカ、ヒドロキシアパタイトなどを用いることが出来る。特に、水中でリン酸ナトリウム
と塩化カルシウムを塩基性条件下で反応させて合成したヒドロキシアパタイトが好ましい
。
　トナー組成物が分散された油相を水系媒体中に乳化、分散するための分散剤としてアル
キルベンゼンスルホン酸塩、α‐オレフィンスルホン酸塩、リン酸エステルなどの陰イオ
ン界面活性剤、アルキルアミン塩、アミノアルコール脂肪酸誘導体、ポリアミン脂肪酸誘
導体、イミダゾリンなどのアミン塩型や、アルキルトリメチルアンモニム塩、ジアルキル
ジメチルアンモニウム塩、アルキルジメチルベンジルアンモニウム塩、ピリジニウム塩、
アルキルイソキノリニウム塩、塩化ベンゼトニウムなどの４級アンモニウム塩型の陽イオ
ン界面活性剤、脂肪酸アミド誘導体、多価アルコール誘導体などの非イオン界面活性剤、
例えば、アラニン、ドデシルジ（アミノエチル）グリシン、ジ（オクチルアミノエチル）
グリシンやＮ‐アルキル‐Ｎ，Ｎ‐ジメチルアンモニウムベタインなどの両性界面活性剤
が挙げられる。
【００６３】
　また、フルオロアルキル基を有する界面活性剤を用いることにより、非常に少量で分散
剤の効果をあげることができる。好ましく用いられるフルオロアルキル基を有するアニオ
ン性界面活性剤としては、炭素数２～１０のフルオロアルキルカルボン酸及びその金属塩
、パーフルオロオクタンスルホニルグルタミン酸ジナトリウム、３‐［オメガ‐フルオロ
アルキル（Ｃ６～Ｃ１１）オキシ］‐１‐アルキル（Ｃ３～Ｃ４）スルホン酸ナトリウム
、３‐［オメガ‐フルオロアルカノイル（Ｃ６～Ｃ８）‐Ｎ‐エチルアミノ］‐１‐プロ
パンスルホン酸ナトリウム、フルオロアルキル（Ｃ１１～Ｃ２０）カルボン酸及びその金
属塩、パーフルオロアルキルカルボン酸（Ｃ７～Ｃ１３）及びその金属塩、パーフルオロ
アルキル（Ｃ４～Ｃ１２）スルホン酸及びその金属塩、パーフルオロオクタンスルホン酸
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ジエタノールアミド、Ｎ‐プロピル‐Ｎ‐（２‐ヒドロキシエチル）パーフルオロオクタ
ンスルホンアミド、パーフルオロアルキル（Ｃ６～Ｃ１０）スルホンアミドプロピルトリ
メチルアンモニウム塩、パーフルオロアルキル（Ｃ６～Ｃ１０）‐Ｎ‐エチルスルホニル
グリシン塩、モノパーフルオロアルキル（Ｃ６～Ｃ１６）エチルリン酸エステルなどが挙
げられる。
【００６４】
　フルオロアルキル基を有する界面活性剤の商品名としては、サーフロンＳ‐１１１、Ｓ
‐１１２、Ｓ‐１１３（旭硝子社製）、フロラードＦＣ‐９３、ＦＣ‐９５、ＦＣ‐９８
、ＦＣ‐ｌ２９（住友３Ｍ社製）、ユニダインＤＳ‐１０１、ＤＳ‐ｌ０２、（ダイキン
工業社製）、メガファックＦ‐ｌｌ０、Ｆ‐ｌ２０、Ｆ‐１１３、Ｆ‐１９１、Ｆ‐８１
２、Ｆ‐８３３（大日本インキ社製）、エクトップＥＦ‐１０２、ｌ０３、１０４、１０
５、１１２、１２３Ａ、１２３Ｂ、３０６Ａ、５０１、２０１、２０４（トーケムプロダ
クツ社製）、フタージェントＦ‐１００、Ｆ１５０（ネオス社製）などが挙げられる。
　また、カチオン界面活性剤としては、フルオロアルキル基を有する脂肪族１級、２級も
しくは３級アミン酸、パーフルオロアルキル（Ｃ６～Ｃ１０）スルホンアミドプロピルト
リメチルアンモニウム塩などの脂肪族４級アンモニウム塩、ベンザルコニウム塩、塩化ベ
ンゼトニウム、ピリジニウム塩、イミダゾリニウム塩、商品名としてはサーフロンＳ‐ｌ
２１（旭硝子社製）、フロラードＦＣ‐１３５（住友３Ｍ社製）、ユニダインＤＳ‐２０
２（ダイキンエ業杜製）、メガファックＦ‐１５０、Ｆ‐８２４（大日本インキ社製）、
エクトップＥＦ‐ｌ３２（トーケムプロダクツ社製）、フタージェントＦ‐３００（ネオ
ス社製）などが挙げられる。
【００６５】
　また、高分子系保護コロイドにより分散液滴を安定化させても良い。
　例えば、アクリル酸、メタクリル酸、α‐シアノアクリル酸、α‐シアノメタクリル酸
、イタコン酸、クロトン酸、フマール酸、マレイン酸または無水マレイン酸などの酸類、
あるいは水酸基を含有する（メタ）アクリル系単量体、例えば、アクリル酸β‐ヒドロキ
シエチル、メタクリル酸β‐ヒドロキシエチル、アクリル酸β‐ヒドロキシプロピル、メ
タクリル酸β‐ヒドロキシプロピル、アクリル酸γ‐ヒドロキシプロピル、メタクリル酸
γ‐ヒドロキシプロピル、アクリル酸３‐クロロ２‐ヒドロキシプロピル、メタクリル酸
３‐クロロ‐２‐ヒドロキシプロピル、ジエチレングリコールモノアクリル酸エステル、
ジエチレングリコールモノメタクリル酸エステル、グリセリンモノアクリル酸エステル、
グリセリンモノメタクリル酸エステル、Ｎ‐メチロールアクリルアミド、Ｎ‐メチロール
メタクリルアミドなど、ビニルアルコールまたはビニルアルコールとのエーテル類、例え
ば、ビニルメチルエーテル、ビニルエチルエーテル、ビニルプロピルエーテルなど、また
はビニルアルコールとカルボキシル基を含有する化合物のエステル類、例えば、酢酸ビニ
ル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニルなど、アクリルアミド、メタクリルアミド、ジアセ
トンアクリルアミドあるいはこれらのメチロール化合物、アクリル酸クロライド、メタク
リル酸クロライドなどの酸クロライド類、ビニルビリジン、ビニルピロリドン、ビニルイ
ミダゾール、エチレンイミンなどの窒素原子、またはその複素環を有するものなどのホモ
ポリマーまたは共重合体、ポリオキシエチレン、ポリオキシプロピレン、ポリオキシエチ
レンアルキルアミン、ポリオキシプロピレンアルキルアミン、ポリオキシエチレンアルキ
ルアミド、ポリオキシプロピレンアルキルアミド、ポリオキシエチレンノニルフエニルエ
ーテル、ポリオキシエチレンラウリルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンステアリル
フェニルエステル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエステルなどのポリオキシエチレ
ン系、メチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース
などのセルロース類などが使用できる。
　なお、分散安定剤としてリン酸カルシウム塩などの酸、アルカリに溶解可能な物質を用
いた場合は、塩酸等の酸により、リン酸カルシウム塩等を溶解した後、水洗するなどの方
法によって、微粒子からリン酸カルシウム塩等を除去する。その他にも、酵素による分解
などの操作によっても除去できる。
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【００６６】
　分散剤を使用した場合には、この分散剤がトナー粒子表面に残存したままとすることも
できるが、伸長、及び／または、架橋反応後、洗浄除去するほうがトナーの帯電面から好
ましい。
　伸長、及び／または、架橋反応時間は、ポリエステルプレポリマー（Ａ）の有するイソ
シアネート基構造とアミン類（Ｂ）の組み合わせによる反応性により選択されるが、通常
１０分～４０時間、好ましくは２～２４時間である。反応温度は、通常、０～１５０［℃
］、好ましくは４０～９８［℃］である。また、必要に応じて公知の触媒を使用すること
ができる。具体的にはジブチルチンラウレート、ジオクチルチンラウレートなどが挙げら
れる。
【００６７】
　得られた乳化分散体から有機溶媒を除去するためには、系全体を徐々に昇温し、液滴中
の有機溶媒を完全に蒸発除去する方法を採用することができる。あるいはまた、乳化分散
体を乾燥雰囲気中に噴霧して、液滴中の非水溶性有機溶媒を完全に除去してトナー微粒子
を形成し、合わせて水系分散剤を蒸発除去することも可能である。
　乳化分散体が噴霧される乾燥雰囲気としては、空気、窒素、炭酸ガス、燃焼ガス等を加
熱した気体、特に使用される最高沸点溶媒の沸点以上の温度に加熱された各種気流が一般
に用いられる。
　スプレイドライアー、ベルトドライアー、ロータリーキルンなどにより短時間の処理で
十分目的とする品質が得られる。
　得られた乾燥後のトナーの粉体と帯電制御剤、流動化剤、着色剤などの異種粒子ととも
に混合したり、混合粉体に機械的衝撃力を与えたりすることによって表面で固定化、融合
化させ、得られる複合体粒子の表面からの異種粒子の脱離を防止することができる。
【００６８】
　具体的手段としては、高速で回転する羽根によって混合物に衝撃力を加える方法、高速
気流中に混合物を投入し、加速させ、粒子同士または複合化した粒子を適当な衝突板に衝
突させる方法などがある。
装置としては、スーパーミキサー、オングミル（ホソカワミクロン社製）、Ｉ式ミル（日
本ニューマチック社製）を改造して、粉砕エアー圧カを下げた装置、ハイブリダイゼイシ
ョンシステム（奈良機械製作所社製）、クリプトロンシステム（川崎重工業社製）、自動
乳鉢などがあげられる。
　更に、本実施形態で用いるトナーは、磁性体を含有した磁性トナーとして用いることが
でき、トナー中に含まれる磁性材料としては、マグネタイト、ヘマタイト、フェライト等
の酸化鉄、鉄、コバルト、ニッケルのような金属あるいはこれら金属のアルミニウム、コ
バルト、銅、鉛、マグネシウム、スズ、亜鉛、アンチモン、ベリリウム、ビスマス、カド
ミウム、カルシウム、マンガン、セレン、チタン、タングステン、バナジウムのような金
属の合金およびその混合物などが挙げられる。特にマグネタイトが磁気特性の点で好まし
い。
　これらの強磁性体は平均粒径が０．１～２［μｍ］程度のものが望ましく、トナー中に
含有させる量としては樹脂成分１００［質量部］に対し約１５～２００［質量部］、特に
好ましくは樹脂成分１００［質量部］に対し２０～１００［質量部］である。
【００６９】
　以下、本発明を適用した振動篩装置１００を用いた凝集物の除去方法について説明する
。
　まず、トナースラリーの凝集物の除去方法について説明する。
　処理物投入口２より投入されたトナースラリーは振動するスクリーン１中央部で篩分け
され、スラリーはスクリーン１下方に落下し、下枠９内部に破線で示す傾斜の底部を流れ
、図１（ｂ）中の矢印Ｔで示すように、製品排出口４より振動篩装置１００外へ排出され
、凝集物を除去したスラリーを得ることが出来る。
【００７０】
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　トナースラリーの凝集物の除去する場合、スクリーン１の目開きは、処理物の粒径・形
状に応じ選定すれば処理する事が出来るが、本スラリーの場合は、凝集物の除去を目的と
し、トナー粒子より目開きの大きい２００～３００［μｍ］程度のスクリーン１で篩分け
を実施した。スクリーン１の材質は、ステンレスやそれをバフ研磨、電解研磨したもの、
または、テフロン（登録商標）コーティングしたものでも良い。スクリーン１の網の織り
方は、綾織、平織り、トンキャップ織りなどの一般的な篩網が使用可能である。ガイド５
の部材は、クロロプレンゴム（ＣＲ）、エチレンプロピレンゴム（ＥＰＤＭ）、二トリル
ゴム（ＮＢＲ）、シリコンゴム（Ｓi）などの合成ゴム発泡スポンジを用いることが可能
である。
【００７１】
　一方、凝集物は、スクリーン１上面で固形分として現れ、振動により運動を始め、スク
リーン１面及びガイド５に接触することで徐々に球状化し、上枠１０の内周面に沿いなが
ら粗粉排出口３まで転がる様に移動し排出される。
　凝集物が中心から外側に向かう運動をする必要があるため、アンバランスウエイトの位
相角度は４５［°］～６０［°］程度とすることが望ましい。位相角度９０［°］程度な
らば、凝集物は外側から中心に集まる運動を行うこととなり、粗粉の排出が困難となる。
　スクリーン１の洗浄については、トナースラリーなど液体物の処理の場合、スクリーン
１上に付着した凝集物は湿って、比重・付着力が大きいために、洗浄媒体についても、界
面活性剤、純水などの比重の大きい液体で洗浄することが好ましい。
【００７２】
　次に外添剤を添加・混合後のトナーの不要な凝集物及び粗大粒子の除去方法について説
明する。
　振動篩装置１００は、目詰り、生産能力向上の目的で従来より使用されている超音波発
振器付き振動篩装置で篩い分けを使用することが好ましい。処理物投入口２より投入され
たトナーは振動するスクリーン１の中央部で篩分けされ、トナーはスクリーン１の下方に
落下し、下枠９内部に破線で示す傾斜の底部を滑り、図１（ｂ）中の矢印Ｔで示すように
、製品排出口４より振動篩装置１００外へ排出され、凝集物及び粗大粒子を除去したトナ
ーを得ることが出来る。
【００７３】
　スクリーン１の目開きは、処理物の粒径・形状に応じ選定すれば処理することが出来る
が、外添剤を添加・混合した後のトナーの場合は、２６～４４［μｍ］程度のスクリーン
１で篩分けを実施した。スクリーンの目開きが２６［μｍ］未満であると超音波振動を利
用したとしても、トナーの生産処理能力が著しく低下し、処理条件として好ましくない。
逆に目開きが４４［μｍ］以上であると、篩分け工程以前に発生した粗大粒子を除去出来
なくなる。
　スクリーン１の材質は、ステンレスやそれをバフ研磨、電解研磨したもの、または、テ
フロン（登録商標）コーティングしたものでも良い。スクリーン１の網の織り方は、綾織
、平織り、トンキャップ織りなどの一般的な篩網が使用可能である。ガイド５の部材は、
クロロプレンゴム（ＣＲ）、エチレンプロピレンゴム（ＥＰＤＭ）、二トリルゴム（ＮＢ
Ｒ）、シリコンゴム（Ｓi）などの合成ゴム発泡スポンジを用いることが可能である。
【００７４】
　一方、粗大粒子は、スクリーン１上面で振動により運動を始め、スクリーン１面及びガ
イド５に接触しながら、上枠１０内周面に沿いながら粗粉排出口３まで転がる様に移動し
排出される。
　粗大粒子が中心から外側に向かう運動をする必要があるため、アンバランスウエイトの
位相角度は４５［°］～６０［°］程度とすることが望ましい。位相角度９０［°］程度
ならば、粗大粒子は外側から中心に集まる運動を行うこととなり、粗大粒子の排出が困難
となる。
　スクリーンの洗浄については、トナーなど粉体乾燥物の処理の場合、スクリーン１上に
付着した粗大粒子はある粉体であり、乾燥しており、比重・付着力が小さいため、洗浄媒
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体については、窒素、圧縮エアーなどの比重の小さい気体で洗浄することが好ましい。
【００７５】
　＜二成分用キャリア＞
　本実施形態のトナーを二成分系現像剤に用いる場合には、磁性キャリアと混合して用い
ればよく、現像剤中のキャリアとトナーとの含有比は、キャリア１００［質量部］に対し
てトナー１～１０［質量部］が好ましい。磁性キャリアとしては、粒子径２０～２００［
μｍ］程度の鉄粉、フェライト粉、マグネタイト粉、磁性樹脂キャリアなど従来から公知
のものが使用できる。
　また、被覆材料としては、アミノ系樹脂、例えば尿素‐ホルムアルデヒド樹脂、メラミ
ン樹脂、ベンゾグアナミン樹脂、ユリア樹脂、ポリアミド樹脂、エポキシ樹脂等が挙げら
れる。また、ポリビニルおよびポリビニリデン系樹脂、例えばアクリル樹脂、ポリメチル
メタクリレート樹脂、ポリアクリロニトリル樹脂、ポリ酢酸ビニル樹脂、ポリビニルアル
コール樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリスチレン樹脂およびスチレンアクリル共重
合樹脂等のポリスチレン系樹脂、ポリ塩化ビニル等のハロゲン化オレフィン樹脂、ポリエ
チレンテレフタレート樹脂およびポリブチレンテレフタレート樹脂等のポリエステル系樹
脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリ弗化ビニル樹脂、ポリ弗化ビニリ
デン樹脂、ポリトリフルオロエチレン樹脂、ポリヘキサフルオロプロピレン樹脂、弗化ビ
ニリデンとアクリル単量体との共重合体、弗化ビニリデンと弗化ビニルとの共重合体、テ
トラフルオロエチレンと弗化ビニリデンと非弗化単量体とのターポリマー等のフルオロタ
ーポリマー、およびシリコーン樹脂等が使用できる。
【００７６】
　また、必要に応じて、導電粉等を被覆樹脂中に含有させてもよい。導電粉としては、金
属粉、カーボンブラック、酸化チタン、酸化錫、酸化亜鉛等が使用できる。これらの導電
粉は、平均粒子径１［μｍ］以下のものが好ましい。平均粒子径が１［μｍ］以下であれ
ば、電気抵抗の制御が良好である。
【００７７】
　また、本実施形態におけるトナーは、キャリアを使用しない一成分系の磁性トナー或い
は、非磁性トナーとしても用いることができる。本実施形態におけるトナーを二成分現像
剤として使用する場合の磁性キャリアとしては、公知のものがすべて使用可能であり、例
えば、鉄粉、フェライト粉、ニッケル粉のごとき磁性を有する粉体、ガラスビーズ等およ
びこれらの表面を樹脂などで処理したものなどが挙げられる。
【００７８】
　本実施形態における磁性キャリアにコーティングし得る樹脂粉末としては、スチレン‐
アクリル共重合体、シリコーン樹脂、マレイン酸樹脂、フッ素系樹脂、ポリエステル樹脂
、エポキシ樹脂等がある。スチレン‐アクリル共重合体の場合は、３０～９０［質量％］
のスチレン分を有するものが好ましい。この場合スチレン分が３０［質量％］未満だと現
像特性が低く、９０［質量％］を越えるとコーティング膜が硬くなって剥離しやすくなり
、キャリアの寿命が短くなるからである。また、本発明におけるキャリアの樹脂コーティ
ングは、上記樹脂の他に接着付与剤、硬化剤、潤滑剤、導電材、荷電制御剤等を含有して
もよい。
【００７９】
　以下に、実施例および比較例を挙げて本発明について具体的に説明するが、本発明は、
これらの実施例のみに限定されるものではない。また、以下の実施例および比較例におい
て、［部］および［％］は、特に断りのない限り質量基準である。ここでは湿式製法によ
り得られるトナーについて説明をする。
【００８０】
〔実施例１〕
　油相の調製に必要な、変性されていないポリエステル、プレポリマー、マスターバッチ
（ＭＢ）、ケチミンなど各原料を準備し、これらの原料等から油相と水相を調製し、乳化
機構部を備えた混合装置を用いて、油相と水相とを混合して乳化分散液とした後、脱溶剤
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してトナースラリーを得て、このスラリーの篩分け処理を実施し、粗大粒子の除去を行っ
た。
　以下に、各工程を詳述する。
【００８１】
　＜変性されていないポリエステルの合成＞
　冷却管、攪拌機及び窒素導入管の付いた反応容器中に、ビスフェノールＡエチレンオキ
サイド２モル付加物６９０［部］、テレフタル酸２５６［部］を入れ、常圧で２３０［℃
］で８時間し、次いで１０～１５［ｍｍＨｇ］（１．３～２．０［Ｐａ］）の減圧で５時
間反応した後１６０［℃］まで冷却し、これに１８［部］の無水フタル酸を加えて２時間
反応し変性されていない「ポリエステル（Ｂ）」を得た。
　＜プレポリマーの合成＞
　冷却管、攪拌機及び窒素導入管の付いた反応容器中に、ビスフェノールＡエチレンオキ
サイド２モル付加物６８２［部］、ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物
８１［部］、テレフタル酸２８３［部］、無水トリメリット酸２２［部］およびジブチル
チンオキサイド２［部］を入れ、常圧で２３０［℃］で８時間反応し、さらに１０～１５
［ｍｍＨｇ］（１．３～２．０［Ｐａ］）の減圧で５時間反応した後、１６０［℃］まで
冷却し、これに３２［部］の無水フタル酸を加えて２時間反応した。次いで、８０［℃］
まで冷却し、酢酸エチル中にてイソホロンジイソシアネート２３０［部］と２時間反応を
行い、イソシアネート基を含有する「プレポリマー（Ａ）」を得た。
【００８２】
　＜ケチミンの合成＞
　攪拌機及び温度計をセットした反応容器に、イソホロンジアミン１７０［部］とメチル
エチルケトン７５［部］を仕込み、５０［℃］で５時間反応を行い、「ケチミン化合物（
１）」を得た。
　＜トナー材料溶液の製造＞
　タンク内に前記の「プレポリマー（Ａ）」１４．３［部］、「ポリエステル（Ｂ）」５
５［部］、酢酸エチル７８．６［部］を入れ、攪拌して溶解し、次いで、離型剤であるラ
イスワックス（融点８３［℃］）１０［部］、銅フタロシアニンブルー顔料４［部］を入
れ、６０［℃］にてＴＫホモミキサーで１２，０００［ｒｐｍ］で１５分攪拌し、ビーズ
ミルを用い２０［℃］で６０分間分散した。これを「トナー材料溶液（１）」とする。
【００８３】
　＜母体粒子の製造＞
　次に、タンク内にイオン交換水３０６［部］、リン酸三カルシウム１０［％］懸濁液２
６５［部］、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム０．２［部］を入れ、均一に溶解し
た。
　次いで、ＴＫホモミキサーで１２，０００［ｒｐｍ］に攪拌しながら、上記「トナー材
料溶液（１）」７４９［部］及び「ケチミン化合物（１）」２．７［部］を加えウレア反
応させた。
　粒径及び粒径分布を光学顕微鏡で観察しながら、平均粒径がおよそ１０［μｍ］より大
きい場合は、攪拌回転数を１４，０００［ｒｐｍ］に上げさらに５分間攪拌を続けた。
　その後、脱溶剤工程として、上記の乳化溶液を４５［℃］まで昇温して、攪拌翼外周端
周速１０．５［ｍ／ｓ］、大気圧（１０１．３［ｋＰａ］）で、５時間かけ脱溶剤を行な
い、トナースラリーＡを得た。
【００８４】
　このトナースラリー粒子の粒径をコールターマルチサイザーＩＩＩで測定したところ、
Ｄｖ（体積平均粒径）＝５．３４［μｍ］、Ｄｖ／Ｄｎ＝１．１５であり、２５［μｍ］
以上の粗大粒子率＝１．２［ＶｏＬ％］の微粒子であった。
　このトナースラリーＡを図１に示す興和工業所製振動篩にて、スクリーン１の篩目開き
２５０［μｍ］、有効網径φ４２５［ｍｍ］、ガイド５は、材質クロロプレンゴム（ＣＲ
）発泡スポンジ（密度０．１９［ｇ／ｃｍ３］、硬度２４［°］）とし、形状はガイド高
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さＨを５０［ｍｍ］、ガイド長さＬを９００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍］
）、流路幅減少率αを、「０：５０」とし、図２（ｂ）で示すように、粗粉排出口３まで
の処理流路幅Ｗが等間隔となる配置設定とした。
【００８５】
　実施例１では、トナースラリーを初期流量３０００［ｋｇ／ｈ］の条件で連続供給し、
計２５００［Ｌ］の処理物の篩分けを行ったときの処理時間を計測した。また、スラリー
の未処理物がガイドを乗り越え（オーバーフロー）ない様に、流量調整を実施した。篩分
けられたトナーを濾別、洗浄、乾燥、シリカ・チタンを混合し、コールターマルチサイザ
ーＩＩＩで測定したところ、２５［μｍ］以上の粗大粒子率＝１．０［ＶｏＬ％］であっ
た。また、篩分けられたトナーを分析篩（５３［μｍ］）上に投入し掃除機で下部より充
分吸引する方法で圧片の目視測定した所、圧片は確認されなかった。篩分けされたトナー
の工程間歩留は９９．１［％］であった。評価は、工程間歩留、処理時間とする。その結
果を表１に記載する。
【００８６】
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【表１】

【００８７】
〔実施例２〕
　実施例１に対して、トナースラリーＡを比較的Ｄｖ小の条件で製造したトナースラリー
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Ｂに置き換えた以外は実施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【００８８】
〔実施例３〕
実施例１に対して、トナースラリーＡを比較的Ｄｖ大の条件で製造したトナースラリーＣ
に置き換えた以外は実施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【００８９】
〔実施例４〕
　実施例１に対して、ガイド長さＬを９００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍］
）から３０００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ２．２［倍］）に置き換えた以外は実施例
１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【００９０】
〔実施例５〕
　実施例１に対して、ガイド長さＬを９００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍］
）から２８００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ２．１［倍］）に置き換えた以外は実施例
１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【００９１】
〔実施例６〕
　実施例１に対して、ガイド長さＬを９００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍］
）から２６００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ２．０［倍］）に置き換えた以外は実施例
１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【００９２】
〔実施例７〕
　実施例１に対して、ガイド長さＬを９００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍］
）から１１００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．８［倍］）に置き換えた以外は実施例
１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【００９３】
〔実施例８〕
　実施例１に対して、ガイド長さＬを９００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍］
）から６００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．４［倍］）に置き換えた以外は実施例１
と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【００９４】
〔実施例９〕
　実施例１に対して、ガイド長さＬを９００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍］
）から３００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．２［倍］）に置き換えた以外は実施例１
と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【００９５】
〔実施例１０〕
　実施例１に対して、ガイド長さＬを９００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍］
）から１３０［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．１［倍］）に置き換えた以外は実施例１
と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。実施例１０では、オーバーフロー
しない様に処理流量を制御したが、篩処理が追いつかずオーバーフローしてしまった。オ
ーバーフロー直後より、処理流量を絞り運転を続行した。
【００９６】
〔実施例１１〕
実施例１に対して、ガイド長さＬを９００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍］）
から６０［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．０５［倍］）に置き換えた以外は実施例１と
同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。実施例１１では、オーバーフローし
ない様に処理流量を制御したが、篩処理が追いつかずオーバーフローしてしまった。オー
バーフロー直後より、処理流量を絞り運転を続行した。
【００９７】
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〔実施例１２〕
　実施例１に対して、ガイド高さＨを５０［ｍｍ］から１０［ｍｍ］に置き換えた以外は
実施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。実施例１２では、オーバ
ーフローしない様に処理流量を制御したが、篩処理が追いつかずオーバーフローしてしま
った。オーバーフロー直後より、処理流量を絞り運転を続行した。
【００９８】
〔実施例１３〕
　実施例１に対して、ガイド高さＨを５０［ｍｍ］から２０［ｍｍ］に置き換えた以外は
実施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【００９９】
〔実施例１４〕
　実施例１に対して、ガイド高さＨを５０［ｍｍ］から８０［ｍｍ］に置き換えた以外は
実施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【０１００】
〔実施例１５〕
　実施例１に対して、ガイド高さＨを５０［ｍｍ］から１５０［ｍｍ］に置き換えた以外
は実施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【０１０１】
〔実施例１６〕
　実施例１に対して、ガイド高さＨを５０［ｍｍ］から１６０［ｍｍ］に置き換えた以外
は実施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【０１０２】
〔実施例１７〕
　実施例１に対して、ガイド高さＨを５０［ｍｍ］から２００［ｍｍ］に置き換えた以外
は実施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【０１０３】
〔実施例１８〕
　実施例１に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」から「－５：５０」
とし、徐々に広げる配置設定とした以外は実施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果
は、表１に示す。
【０１０４】
〔実施例１９〕
　実施例１に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」から「２：５０」と
し、徐々に狭める配置設定とした以外は実施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は
、表１に示す。
【０１０５】
〔実施例２０〕
　実施例１に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」から「１０：５０」
とし、徐々に狭める配置設定とした以外は実施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果
は、表１に示す。
【０１０６】
〔実施例２１〕
　実施例１に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」から「１５：５０」
とし、徐々に狭める配置設定とした以外は実施例１と同様な方法で篩分けを行った。処理
流路幅Ｗの絞りが急であったため、凝集物が流路に閉塞してしまい、運転を途中で中断し
た。結果は、表１に示す。
【０１０７】
〔実施例２２〕
　実施例１に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」から「２：５０」と
し、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面をイオ
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ン交換水（純水）で１０分間隔毎に２０［Ｌ／ｍｉｎ］×０．２［Ｍｐａ］の条件で洗浄
して網目の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが５［
°］、洗浄距離Ｊが１００［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以
外は実施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【０１０８】
〔実施例２３〕
　実施例１に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」と
し、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面をイオ
ン交換水（純水）で１０分間隔毎に２０［Ｌ／ｍｉｎ］×０．２［Ｍｐａ］の条件で洗浄
して網目の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが１０
［°］、洗浄距離Ｊが１００［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した
以外は実施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【０１０９】
〔実施例２４〕
　実施例１に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」と
し、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面をイオ
ン交換水で１０分間隔毎に２０［Ｌ／ｍｉｎ］×０．２［Ｍｐａ］の条件で洗浄して網目
の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが４５［°］、
洗浄距離Ｊが１００［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以外は実
施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【０１１０】
〔実施例２５〕
　実施例１に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」と
し、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面をイオ
ン交換水で１０分間隔毎に２０［Ｌ／ｍｉｎ］×０．２［Ｍｐａ］の条件で洗浄して網目
の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが５０［°］、
洗浄距離Ｊが１００［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以外は実
施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【０１１１】
〔実施例２６〕
　実施例１に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」と
し、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面をイオ
ン交換水で１０分間隔毎に２０［Ｌ／ｍｉｎ］×０．２［Ｍｐａ］の条件で洗浄して網目
の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが９０［°］、
洗浄距離Ｊが１００［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以外は実
施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【０１１２】
〔実施例２７〕
　実施例１に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」と
し、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面をイオ
ン交換水で１０分間隔毎に２０［Ｌ／ｍｉｎ］×０．２［Ｍｐａ］の条件で洗浄して網目
の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが２０［°］、
洗浄距離Ｊが２０［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以外は実施
例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【０１１３】
〔実施例２８〕
　実施例１に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」と
し、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面をイオ
ン交換水で１０分間隔毎に２０［Ｌ／ｍｉｎ］×０．２［Ｍｐａ］の条件で洗浄して網目
の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが２０［°］、



(27) JP 6037202 B2 2016.12.7

10

20

30

40

50

洗浄距離Ｊが５０［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以外は実施
例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【０１１４】
〔実施例２９〕
　実施例１に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」と
し、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面をイオ
ン交換水で１０分間隔毎に２０［Ｌ／ｍｉｎ］×０．２［Ｍｐａ］の条件で洗浄して網目
の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが２０［°］、
洗浄距離Ｊが１５０［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以外は実
施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【０１１５】
〔実施例３０〕
　実施例１に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」と
し、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面をイオ
ン交換水で１０分間隔毎に２０［Ｌ／ｍｉｎ］×０．２［Ｍｐａ］の条件で洗浄して網目
の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが２０［°］、
洗浄距離Ｊが２００［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以外は実
施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【０１１６】
〔実施例３１〕
　実施例１に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」と
し、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面をイオ
ン交換水で１０分間隔毎に２０［Ｌ／ｍｉｎ］×０．２［Ｍｐａ］の条件で洗浄して網目
の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが２０［°］、
洗浄距離Ｊが１００［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以外は実
施例１と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表１に示す。
【０１１７】
〔比較例１〕
　実施例１に対して、ガイド５を無しとした以外は実施例１と同様な方法で篩分けを行っ
た。ガイド５を備えていないため、本発明を適用していない構成の振動篩装置である。結
果は、表１に示す。
【０１１８】
〔比較例２〕
　比較例２の装置構成図を図４に示す。図４は、比較例２の振動篩装置１００のスクリー
ン１より少し上の位置における水平断面図であり、図４（ａ）は、通常運転時の説明図、
図４（ｂ）は、排出運転時の説明図である。図４中に示すスクリーン１上の矢印Ｅがスク
リーン１を通過していない処理物（粗粉・粗大粒子を含む）の移動方向を示している。通
常運転時には、スクリーン１上の処理物は中央部から外周方向に移動しつつ図４中の時計
回り方向に移動するため、図４に示すように、粗粉排出口３に対して時計回り方向上流側
に近接するように排出口阻止板１６を設けることで、通常運転時に処理物が粗粉排出口３
から排出されることを防止できる。また、排出口阻止板１６は、粗粉排出口３に対して時
計回り方向下流側は開放された形状となっているため、図４（ｂ）で示すように、排出運
転時には、スクリーン１上の処理物は中央部から外周方向に移動しつつ図４中の反時計回
り方向に移動するため、図４（ｂ）に示すように、排出口阻止板１６の開放された部分か
ら処理物が粗粉排出口３へ向けて移動し、粗粉排出口３から排出される。
【０１１９】
　比較例２は、比較例１に対して、排出口阻止板１６を設けた条件で実施したものであり
、それ以外は比較例１と同様な方法で篩分けを行った。排出口阻止板１６を備えることで
処理物が通常運転では粗粉排出口３から排出されなくなるので、スクリーン１の表面上で
の凝集物の比率が経時で高くなる。このため処理運転を三分行う毎にモータ逆相運転を行
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排出を行った。結果は、表１に示す。
【０１２０】
〔比較例３〕
　実施例１に対して、特許文献３のように、ガイド５の材質をステンレス金属部材とし、
このガイド５に超音波の励振エネルギーを作用させる機構を追加し、ガイド長さＬを９０
０［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍］）から６００［ｍｍ］（スクリーン外周長
さ０．４［倍］）に置き換え、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」から「－５
：５０」とし、篩分けを行った。処理途中にガイド５の表面温度を測定した所、運転前１
９．３［℃］が３５．２［℃］まで上昇していた。結果は、表１に示す。
【０１２１】
〔実施例３２〕
　実施例１同様にトナースラリーを製造し、その後、濾別、洗浄、乾燥し、母体粒子Ａを
得た。
　＜トナーの製造＞
　得られた母体粒子Ａ１００［部］に疎水性シリカ１．０［部］をＫＡＷＡＴＡ製スーパ
ーミキサーに投入後、１１００［ｒｐｍ］で６０秒運転し、６０秒停止させた後、１３０
０［ｒｐｍ］で１２０秒運転、６０秒停止させ、次に疎水化酸化チタン０．７［部］を投
入した後、同様に１１００［ｒｐｍ］及び１３００［ｒｐｍ］で運転、停止し、再度疎水
性シリカ１．０［部］を投入し、１０００［ｒｐｍ］で６０秒運転、６０秒停止、１１０
０［ｒｐｍ］で６０秒運転、６０秒停止させ混合した。このトナーＡ粒子の粒径をコール
ターマルチサイザーＩＩＩで測定したところ、Ｄｖ（体積平均粒径）＝５．３９［μｍ］
、Ｄｖ／Ｄｎ＝１．１７であり、２５［μｍ］以上の粗大粒子率＝１．２［ＶｏＬ％］の
微粒子であった。
【０１２２】
　このトナーＡを図１に示す興和工業所製振動篩にて、篩目開き３４［μｍ］、有効網径
φ４２５［ｍｍ］、超音波振動発振器取付、ガイドは、材質クロロプレンゴム（ＣＲ）発
泡スポンジ（密度０．１９［ｇ／ｃｍ３］、硬度２４［°］）とし、形状はガイド高さＨ
を５０［ｍｍ］、ガイド長さＬを９００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍］）、
流路幅減少率αは、「０：５０」とし、粗粉排出口３まで幅は等間隔の配置設定とした。
　トナーを初期フィード量２０［ｋｇ／ｈ］の条件で連続供給し、計３０［ｋｇ］の処理
物の篩分けを行ったときの処理時間を計測した。また、トナーの未処理物が正常に篩処理
されず、ガイドを乗り越え（オーバーフロー）ない様に、フィード調整を実施した。篩分
けられたトナーをコールターマルチサイザーＩＩＩで測定したところ、２５［μｍ］以上
の粗大粒子率＝１．１［ＶｏＬ％］であった。また、篩分けられたトナーを分析フルイ（
５３［μｍ］）上に投入し掃除機で下部より充分吸引する方法で圧片の目視測定した所、
圧片は確認されなかった。また、篩分けされたトナーの工程間歩留は９９．３［％］であ
った。評価は、工程間歩留、処理時間、篩分け後トナーの２５［μｍ］以上の粗大粒子率
とする。その結果を表２に記載する。
【０１２３】
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【表２】

【０１２４】
〔実施例３３〕
　実施例３２に対して、トナーＡを比較的Ｄｖ小の条件で製造したトナーBに置き換えた
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以外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１２５】
〔実施例３４〕
　実施例３２に対して、トナーＡを比較的Ｄｖ大の条件で製造したトナーＣに置き換えた
以外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１２６】
〔実施例３５〕
　実施例３２に対して、ガイド長さＬを９００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍
］）から３０００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ２．２［倍］）に置き換えた以外は実施
例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１２７】
〔実施例３６〕
　実施例３２に対して、ガイド長さＬを９００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍
］）から２８００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ２．１［倍］）に置き換えた以外は実施
例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１２８】
〔実施例３７〕
　実施例３２に対して、ガイド長さＬを９００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍
］）から２６００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ２．０［倍］）に置き換えた以外は実施
例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１２９】
〔実施例３８〕
　実施例３２に対して、ガイド長さＬを９００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍
］）から１１００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．８［倍］）に置き換えた以外は実施
例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１３０】
〔実施例３９〕
　実施例３２に対して、ガイド長さＬを８５０［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍
］）から６００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．４［倍］）に置き換えた以外は実施例
３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１３１】
〔実施例４０〕
　実施例３２に対して、ガイド長さＬを８５０［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍
］）から３００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．２［倍］）に置き換えた以外は実施例
３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１３２】
〔実施例４１〕
　実施例３２に対して、ガイド長さＬを８５０［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍
］）から１３０［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．１［倍］）に置き換えた以外は実施例
３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。実施例４１では、オーバーフ
ローしない様に処理フィード量を制御したが、篩処理が追いつかずオーバーフローしてし
まった。オーバーフロー直後より、フィード量を絞り運転を続行した。
【０１３３】
〔実施例４２〕
　実施例３２に対して、ガイド長さＬを８５０［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍
］）から６０［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．０５［倍］）に置き換えた以外は実施例
３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。実施例４２では、オーバーフ
ローしない様に処理フィード量を制御したが、篩処理が追いつかずオーバーフローしてし
まった。オーバーフロー直後より、フィード量を絞り運転を続行した。
【０１３４】
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〔実施例４３〕
　実施例３２に対して、ガイド高さＨを５０［ｍｍ］から１０［ｍｍ］に置き換えた以外
は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１３５】
〔実施例４４〕
　実施例３２に対して、ガイド高さＨを５０［ｍｍ］から２０［ｍｍ］に置き換えた以外
は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１３６】
〔実施例４５〕
　実施例３２に対して、ガイド高さＨを５０［ｍｍ］から８０［ｍｍ］に置き換えた以外
は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１３７】
〔実施例４６〕
　実施例３２に対して、ガイド高さＨを５０［ｍｍ］から１５０［ｍｍ］に置き換えた以
外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１３８】
〔実施例４７〕
　実施例３２に対して、ガイド高さＨを５０［ｍｍ］から１６０［ｍｍ］に置き換えた以
外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１３９】
〔実施例４８〕
　実施例３２に対して、ガイド高さＨを５０［ｍｍ］から２００［ｍｍ］に置き換えた以
外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１４０】
〔実施例４９〕
　実施例３２に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」から「－５：５０
」とし、徐々に広げる配置設定とした以外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。
結果は、表２に示す。
【０１４１】
〔実施例５０〕
　実施例３２に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」から「２：５０」
とし、徐々に狭める配置設定とした以外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結
果は、表２に示す。
【０１４２】
〔実施例５１〕
　実施例３２に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」から「１０：５０
」とし、徐々に狭める配置設定とした以外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。
結果は、表２に示す。
【０１４３】
〔実施例５２〕
　実施例３２に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より１５：５０と
し、徐々に狭める配置設定とした以外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。処理
流路の絞りが急であった為、凝集物が流路に閉塞してしまい、運転を途中で中断した。結
果は、表２に示す。
【０１４４】
〔実施例５３〕
　実施例３２に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」
とし、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面を圧
縮エアーで１０分間隔毎に０．８［ｍ３Ｎ／ｍｉｎ］×０．５［Ｍｐａ］の条件で洗浄し
て網目の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが５［°
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］、洗浄距離Ｊが１００［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以外
は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１４５】
〔実施例５４〕
　実施例３２に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」
とし、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面を圧
縮エアーで１０分間隔毎に０．８［ｍ３Ｎ／ｍｉｎ］×０．５［Ｍｐａ］の条件で洗浄し
て網目の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが１０［
°］、洗浄距離Ｊが１００［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以
外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１４６】
〔実施例５５〕
　実施例３２に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」
とし、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面を圧
縮エアーで１０分間隔毎に０．８［ｍ３Ｎ／ｍｉｎ］×０．５［Ｍｐａ］の条件で洗浄し
て網目の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが４５［
°］、洗浄距離Ｊが１００［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以
外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１４７】
〔実施例５６〕
　実施例３２に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」
とし、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面を圧
縮エアーで１０分間隔毎に０．８［ｍ３Ｎ／ｍｉｎ］×０．５［Ｍｐａ］の条件で洗浄し
て網目の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが５０［
°］、洗浄距離Ｊが１００［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以
外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１４８】
〔実施例５７〕
　実施例３２に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」
とし、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面を圧
縮エアーで１０分間隔毎に０．８［ｍ３Ｎ／ｍｉｎ］×０．５［Ｍｐａ］の条件で洗浄し
て網目の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが９０［
°］、洗浄距離Ｊが１００［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以
外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１４９】
〔実施例５８〕
　実施例３２に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」
とし、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面を圧
縮エアーで１０分間隔毎に０．８［ｍ３Ｎ／ｍｉｎ］×０．５［Ｍｐａ］の条件で洗浄し
て網目の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが２０［
°］、洗浄距離Ｊが２０［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以外
は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１５０】
〔実施例５９〕
　実施例３２に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」
とし、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面を圧
縮エアーで１０分間隔毎に０．８［ｍ３Ｎ／ｍｉｎ］×０．５［Ｍｐａ］の条件で洗浄し
て網目の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが２０［
°］、洗浄距離Ｊが５０［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以外
は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
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【０１５１】
〔実施例６０〕
　実施例３２に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」
とし、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面を圧
縮エアーで１０分間隔毎に０．８［ｍ３Ｎ／ｍｉｎ］×０．５［Ｍｐａ］の条件で洗浄し
て網目の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが２０［
°］、洗浄距離Ｊが１５０［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以
外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１５２】
〔実施例６１〕
　実施例３２に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」
とし、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面を圧
縮エアーで１０分間隔毎に０．８［ｍ３Ｎ／ｍｉｎ］×０．５［Ｍｐａ］の条件で洗浄し
て網目の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが２０［
°］、洗浄距離Ｊが２００［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以
外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１５３】
〔実施例６２〕
　実施例３２に対して、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」より「２：５０」
とし、徐々に狭める配置設定とし、処理運転中に洗浄ノズル６でスクリーン１の上面を圧
縮エアーで１０分間隔毎に０．８［ｍ３Ｎ／ｍｉｎ］×０．５［Ｍｐａ］の条件で洗浄し
て網目の洗浄を行い、洗浄ノズル６は、スクリーン１の上面に対して洗浄角度θが２０［
°］、洗浄距離Ｊが１００［ｍｍ］となる位置で上枠１０の外周上の四箇所に設置した以
外は実施例３２と同様な方法で篩分けを行った。結果は、表２に示す。
【０１５４】
〔比較例４〕
　実施例３２に対して、ガイド５を無しとした以外は実施例３２と同様な方法で篩分けを
行った。ガイド５を備えていないため、本発明を適用していない構成の振動篩装置である
。結果は、表２に示す。
【０１５５】
〔比較例５〕
　比較例５は、比較例２と同様にその水平断面図を図４で示す構成となる振動篩装置１０
０である。比較例５は、比較例４に対して、排出口阻止板１６を設けた条件で実施し、そ
れ以外は比較例４と同様な方法で篩分けを行った。排出口阻止板１６を備えることで処理
物が通常運転では粗粉排出口３から排出されなくなるので、スクリーン１の表面上での凝
集物の比率が経時で高くなる。このため処理運転を三分行う毎にモータ逆相運転を行い、
凝集物の移動方向を逆向きにすることで粗粉排出口３からスクリーン１上面の粗粉の排出
を行った。スクリーン１表面が凝集物の比率が高くなる事から、処理運転三分毎にモータ
逆相運転を行い、凝集物の移動方向を逆向きにすることで排出口よりスクリーン面の粗粉
排出を行った。結果は、表２に示す。
【０１５６】
〔比較例６〕
　実施例３２に対して、特許文献３のように、ガイド５の材質をステンレス金属部材とし
、このガイド５に超音波の励振エネルギーを印加させる機構を追加し、ガイド長さＬを９
００［ｍｍ］（スクリーン外周長さ０．７［倍］）から６００［ｍｍ］（スクリーン外周
長さ０．４［倍］）に置き換え、処理流路幅Ｗの流路幅減少率αを「０：５０」から「－
５：５０」とし、篩分けを行った。処理途中にガイド５の表面温度を測定した所、運転前
１９．３［℃］が４０．３［℃］まで上昇していた。結果は、表２に示す。
【０１５７】
　以上の結果より、実施例１～１１及び３２～４２より、ガイド長さＬにより凝集物及び
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粗大粒子のスクリーン１上面上での処理物の滞留時間を調整することが出来、且つ、歩留
が良好で安定的に処理することが可能である。
　また、実施例１２～１７及び４３～４８より、ガイド高さＨによって処理出来る流量が
変化し、スクリーン１上面の液位が上昇すると処理流量が低くなるので処理時間が長くな
る傾向にある。
　さらに、実施例１８～２１及び４９～５２より流路幅減少率αによる処理効率を処理時
間で確認することが出来る。
　また、実施例２２～３１及び５３～６２より純水や圧縮エアーで洗浄ノズル６の角度・
距離によりスクリーン１上面を効率良く洗浄可能なことが処理時間及びスクリーン除去性
で確認することが出来る。
【０１５８】
　比較例１及び比較例４より、ガイド無しにより、スクリーン１上面上での処理物の滞留
時間が短く、未処理のままで粗粉排出口３に流出してしまい、歩留低下に繋がった。その
後、オーバーフローしない様に処理流量を少なく設定したため、処理時間が長くなった。
また、洗浄ノズル無しにより、スクリーン１表面の目詰りが進行し、更に処理能力が低下
した。
　比較例２及び比較例５より、未処理のままでの粗粉排出口３への流出は無くなったが、
スクリーン１上面上に凝集物及び粗大粒子が堆積し処理量が低下し処理時間が長くなった
。洗浄ノズル無しにより、スクリーン１の目詰りが進行し、更に処理能力が低下した。
　比較例３及び比較例６より、ガイド５有りであるので、歩留高く、処理時間もノズル無
し時と同等の時間で処理する事が出来たが、ガイド５を金属部材とし、及びガイド５への
超音波励振エネルギー伝達により、処理後の製品物への圧片発生・製品融解による凝集物
の増加が確認された。
【０１５９】
　このように、本発明を適用することにより、トナースラリーなどの湿式やトナーなどの
乾式状態において、処理物の歩留低下、スクリーンの処理能力低下、圧片・凝集物発生の
問題点を解決し安定運転を長時間運転可能な振動篩装置１００を提供することが可能とな
る。
【０１６０】
　上述した実施形態では、本発明を適用した振動篩装置１００を電子写真用トナーの製造
工程における篩い分け工程に用いる例について説明した。本発明を適用した振動篩装置に
よって篩い分けを行う処理物としてはトナーに限るものではなく、合成樹脂、塗料、顔料
、医薬品、工業薬品等の化学製品、製粉用小麦粉、澱粉、ぶどう糖、調味料、香辛料、製
菓、パン粉、精糖、製塩等の食品、鉄および非鉄金属粉、鋳物砂、フェライト、酸化アル
ミ、ショットブラスト玉等の金属製品、その他あらゆる分野の処理物に凝集物及び粗大粒
子などの分離物を含む粒子などの選別に応用することが出来る。
【０１６１】
　以上に説明したものは一例であり、本発明は、次の態様毎に特有の効果を奏する。
（態様Ａ）
　スクリーン１等の篩網と、篩網に対してトナー等の処理物の篩分けを行うための振動運
動を付与する振動モータ等の篩振動手段と、篩網上に処理物を供給する処理物投入口２等
の処理物供給部と、篩網を通過した処理物を回収する製品排出口４等の処理物回収部と、
篩網を通過しなかった処理物を篩網上から排出する粗粉排出口３等の処理物排出部と、篩
網上に固定され、処理物供給部から篩網上に供給され、篩網を通過していない処理物を処
理物排出部に向けて案内するガイド５等の篩網上ガイド部材とを備える振動篩装置１００
等の振動篩装置において、篩網上ガイド部材は、渦巻き状の部材あり、振動する上記篩網
に追従可能な弾性材料によって形成されている。これによれば、上記実施形態について説
明したように、振動を付与することにより篩網を振動させ、篩網上下で対象物を篩分ける
と共に、篩網上面上に残る凝集物及び粗大粒子を本体に設けた処理物排出部より連続排出
する振動篩装置であって、篩網上面に処理物供給部から処理物排出部にかけて渦巻き状の



(35) JP 6037202 B2 2016.12.7

10

20

30

40

50

弾性材料からなり、処理物の篩網上面での滞留を促す篩網上ガイド部材を設けることで、
篩分けされていない未処理品の処理物排出部からの流出を機械的に防止することができる
。また、篩網面上で処理物に滞留時間を掛けながらも連続的に凝集物及び粗大粒子を排出
することが可能であり、篩網面上の凝集物及び粗大粒子の滞留比率増加・目詰りは起きず
、長時間運転でも篩の処理能力の低下が起きない。さらに、篩網上ガイド部材に用いる弾
性材料は振動吸収性を有するため、篩網上ガイド部材は、篩網上での滞留を促す役割も果
たしつつ、篩網の振動を篩網上ガイド部材自身で減衰することで、篩網上ガイド部材と篩
網との隙間で処理物がタッピングされにくくなり、タッピングに起因する新たな凝集物の
発生を防止できる。さらに、篩網上ガイド部材として、密度が小さく硬度の低い材質を用
いることでさらにングしにくく、製品の圧片の発生をより確実に防止できる。また、篩網
上ガイド部材と篩網との間の摩擦による篩網上ガイド部材自身の発熱もガイド部材の熱伝
導率が低い構成部材を用いることで、発熱を抑えることが出来、製品の溶融に起因する新
たな凝集物の発生を防止できる。
（態様Ｂ）
　態様Ａにおいて、ガイド長さＬ等の篩網上ガイド部材の長さは、スクリーン１等の篩網
の外周長さに対して、０．２［倍］以上、２．０［倍］以下の長さである。これによれば
、上記実施形態について説明したように、適切なガイドの長さによって処理物・凝集物及
び粗大粒子のスクリーン上の滞留時間を調整し凝集物及び粗大粒子の性状を制御出来る。
（態様Ｃ）
　態様Ａにおいて、ガイド高さＨ等の篩網上ガイド部材の高さは、２０［ｍｍ］以上、１
５０［ｍｍ］以下である。これによれば、上記実施形態について説明したように、篩網上
ガイド部材を高くすることで装置仕様処理量以上の処理物の処理（高負荷処理）を行うこ
とが可能となり、装置の小型化が図れ、また、篩網上ガイド部材の高さを適切な値に設定
することで、篩網に振動・振幅の影響を及ぼすことを防止し、正常な振幅を得ることが出
来、処理能力低下や篩網の寿命低下等を防止できる。
（態様Ｄ）
　態様Ａ乃至Ｃの何れか一つの態様において、ガイド５等の篩網上ガイド部材によって形
成される処理物の流路である処理流路の幅の減少率（流路幅減少率α等）が、「０：５０
」以上、「１０：５０」以下の範囲となるように篩網上ガイド部材を設置する。これによ
れば、上記実施形態について説明したように、処理物投入口２等の処理物供給部から粗粉
排出口３等の処理物排出部にかけ、徐々に処理流路幅Ｗ等の処理流路を狭めることができ
、スクリーン１等の篩網の処理面積を有効に利用することが出来るので、効率的な処理が
可能となる。また、適切な処理流路の幅の減少率を設定することで、処理流路を急激に絞
ることに起因して、処理流路内で凝集体及び粗大粒子が閉塞を起こすことを防止できる。
（態様Ｅ）
　態様Ａ乃至Ｄの何れか一つの態様において、スクリーン１等の篩網の表面を洗浄する篩
網洗浄機構を備える。これによれば、上記実施形態について説明したように、篩処理運転
中に目詰りを解消することができ、処理能力の低下を防止できる。
（態様Ｆ）
　態様Ａ乃至Ｅの何れか一つの態様において、篩網洗浄機構は、流体の洗浄媒体を吐出す
る洗浄ノズル６等の洗浄ノズルを備え、洗浄ノズルの洗浄媒体の吐出方向についての洗浄
ノズルからスクリーン１等の篩網の表面までの距離を洗浄距離Ｊ等の洗浄距離とし、洗浄
ノズルの洗浄媒体の吐出方向と篩網の表面とが成す角の角度を洗浄角度θ等の洗浄角度と
したときに、洗浄距離が５０［ｍｍ］以上、１５０［ｍｍ］以下となるように、洗浄角度
が１０［°］以上、４５［°］以下となるように、篩網の外周の上方の位置（上枠１０の
内周面等）に洗浄ノズルを配置する。これによれば、上記実施形態について説明したよう
に、凝集物及び粗大粒子の移動軌跡に沿い洗浄することで凝集物及び粗大粒子を払い飛ば
し篩網面より除去することが出来、篩網面の目詰り防止・清掃が可能である。洗浄ノズル
の位置を適切な範囲に設定することにより、洗浄ノズルが篩網に対して近すぎることに起
因して洗浄範囲が狭くなって効率が悪くなることや、洗浄ノズルが篩網に対して遠すぎて
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は洗浄力が低下し洗浄効率が低下することなどの不具合の発生を防止できる。
【符号の説明】
【０１６２】
１　スクリーン
２　処理物投入口
３　粗粉排出口
４　製品排出口
５　ガイド
６　洗浄ノズル
７　コイルスプリング
８　ベースフレーム
９　下枠
１０　上枠
１１　バンド
１２　支持枠
１６　排出口阻止板
１００　振動篩装置
Ｈ　ガイド高さ
Ｊ　洗浄距離
Ｌ　ガイド長さ
Ｗ　処理流路幅
Ｗ１　上流端流路幅
Ｗ２　下流端流路幅
α　流路幅減少率
θ　洗浄角度
【先行技術文献】
【特許文献】
【０１６３】
【特許文献１】特許２８４０７１４号
【特許文献２】特開平１１－０３３４８８号公報
【特許文献３】特表２００６－５０７９３４号公報
【特許文献４】特開２００２－１９６５３４号公報
【特許文献５】特開２００４－１９８７９３号公報
【特許文献６】特開２００７－０８６７５９号公報
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